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■確定分配金�

　　　第2期（平成19年2月期）　 投資口一口当たり 9,558円�
�

■予想分配金�

　　　平成19年4月25日付「決算短信」にて、以下のとおり公表しております。�

　　　第3期（平成19年8月期） 　投資口一口当たり 11,900円�
　　　第4期（平成20年2月期） 　投資口一口当たり 10,500円�

�

�

　投資主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。�

　平素は、日本コマーシャル投資法人に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。�

　本投資法人は、投資主の皆様のご支援及びご理解を賜り、投資口発行規模としてはＪ－ＲＥＩＴ史上最大の不動産投資

信託として国内外において上場時に245,000口、その後の第三者割当増資により12,200口の合計約1,167億円の投資口を

発行し、オフィス及び商業施設へ投資する複合型の不動産投資信託として、平成18年9月26日に株式会社東京証券取引所・

不動産投資信託証券市場へ上場させていただきました。以降、着実な外部成長及び内部成長を図ることにより、投資主の

皆様の価値の極大化を目指して参りました。その結果、当期末までに38物件、2,018億円の資産規模を有する不動産投資

信託として、着実な成長を遂げております。�

　また、発行体格付けにおいて、同年12月にはムーディーズ・インベスターズ・サービス様より格付Ａ３を、株式会社格付投

資情報センター様から格付Ａを付与され、安定した財務基盤に対して高い評価を戴いております。�

　さて、この度、本投資法人は、第2期（平成18年9月1日～平成19年2月28日）の決算を行い、当該計算書類について

平成19年4月25日の本投資法人役員会において承認されましたので、ここに第2期の運用状況並びに決算につきまして、

ご報告申し上げます。�

　当期は、営業収益5,616百万円、経常利益金額2,477百万円となり、当期純利

益金額は2,470百万円を計上いたしました。また、分配金につきましては、投資口

1口当たり9,558円とさせていただくこととなりました。�

　本投資法人は、人口の集積地である都市に生活する住民にとり、ビジネスの

場であるオフィスビル、そして日常生活における消費の場所である商業施設に

ついて、共に必要不可欠なものであると考え、両者を合わせた「都市型商業

不動産」を投資対象としております。今後とも都市型商業不動産への投資を

通じて、中長期にわたり安定的な収益を確保するとともに運用資産残高を

着実に増大させることにより、投資主価値の極大化を目指してまいります。�

　投資主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、ご鞭撻を

賜りますよう何卒宜しくお願い申し上げます。�

　上記の予想分配金は、平成19年4月25日付「平成19年2月期決算短信」により公表しました内容に基づき記載しています。�

　「平成19年2月期決算短信」により公表した予想分配金は、一定の前提条件の下に算出した平成19年4月25日時点における予想数値

です。そのため、テナントの異動等に伴う賃料収入の変動、金利の変更、新投資口の追加発行等により、実際の営業収益、経常利益、当期

純利益、1口当たり分配金は変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。�
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NIPPON COMMERCIAL INVESTMENT CORPORATION対  談 �

『都市型商業不動産』の�
 運用を通じて、�
 日本経済の成長とともに！�

「都市型商業不動産」が�
 キーポイント�

PMCグループとしてのサポートということでは、日本コマ

ーシャル投資法人のマスタープロパティマネージャーとして、

商業施設運営を支えるパシフィックリテールマネジメント

（PRM）の廣崎社長にもお伺いしますが、具体的にどう

いったサポートをしていますか？�

�

廣崎　「牧野社長がお話しされた、リスクの極小化というこ

とが大前提にありますね。私達は商業不動産が専門に

なりますが、商業施設というのは独特の運営が必要で

あり、PRMはそれを知るプロの人材を集めています。�

　　 商業施設に関しては、開発、つまり土地を買って、建物

をつくり、テナント様の誘致をどう行うかと同時に、運

用において、経費をできるかぎり圧縮しながら円滑に

運用できるかがポイントになります。私達は、それがで

きるプロであり、マスタープロパティマネージャー
(＊1)

　　と

して強力なサポート体制を提供し、投資家の皆様に最

大のリターンを提供できると考えています。」�

(＊1)　プロパティマネージャー…不動産の運営管理、賃貸管理等を受託するプロフェッショ
ナル。資産運用会社であるパシフィック・コマーシャル・インベストメント株式会社の
計画・指導に基づいて実際の現場管理を請け負っている。�

牧野　「商業施設は、テナント様がその場所でご商売をされ

る、つまり、お客さまがそのお店に来ていただけるかど

うかという視点で選択されるものです。つまり、オフィ

スのような立地の魅力だけではなく、その商業施設自

体の魅力付けが必要なわけで、お客様を惹き付ける魅

力のない施設には、お客さまは来ていただけなくなって

しまい、テナント様も退店してしまうことになります。今、

私達がPRMにお願いしている一番大きな要素は、実はこ

の点なのです。�

物件を取得する際に、また、運用を行っていくに当たって、

PRMという専門家集団に商業施設の運用についての

一定のアドバイスを戴き、立地のみならず商圏
(＊2)

　　 等も

含めて、その商業施設独自のキャラクターを判断して

戴けるところは、他のリートと違う大きな付加価値と

なっています。」�

(＊2)　商圏…小売店舗などの商業施設において、商売の対象と考えられるエリアのこと。

そのエリアの人口などによって、商業施設の売上の規模などが変わってくる。交通

利便性などによって、その範囲の広さも変化する。�

廣崎　「商業施設というのは、『この商業施設はどういう特

色があるものなのか？』といった基盤となるマーチャン

ダイズ（情報収集及び判断）が不可欠です。それに基づ

いて、さらに、立地の特性に合わせた販売促進計画等

を組むことによって、そこが成功するかどうかが決まり

ます。空きが出たからといって、さあテナント様の誘致

をしましょう、という考えでは失敗します。また、売上状況

が思うように伸びていないテナント様が、伸びるようにサ

ポートするのもPRMの大事な仕事の一つです。また、テ

ナント様と歩合契約
(＊3)

　　で新規契約をしたり、変更したりす

るところも、知識と経験がないとマルチテナントの商業

施設などは運用が厳しくなります。知識と経験に裏付

けられる運用力の差というものは、とても重要になって

くると思います。」�

(＊3)　 歩合契約…商業施設で採用されることの多い契約形態で、一般に、「売上高の何％」

といった形で賃料が連動する契約のこと。最低保証賃料が定められているものや、

完全に売上高に連動するものなど、形式は様々にある。�

�

商業施設運営のカギは�
「知識と経験」�

日本コマーシャル投資法人の資産運用を受託する、

パシフィック・コマーシャル・インベストメント株式会

社の牧野社長と、パシフィックマネジメント（PMC）

グループの一員として商業施設の運用面をサポート

するパシフィックリテールマネジメント（PRM）株式

会社の廣崎社長が、日本コマーシャル投資法人の

投資方針の魅力、今後の方針を語ります。�

P R O F I L E

昭和56年　大手流通グループに入社。滞在型リゾート施設の開発責任者
や旗艦店店長、商品部長などを歴任し、平成15年より現職。�
商業施設運営についての知識、経験ともに豊富であり、日本コマーシャル投
資法人の保有する商業施設の、マスタープロパティマネージャーとして強力に
サポートしている。�
現在、パシフィックマネジメント株式会社（東証1部上場）　執行役員を兼職。�

P R O F I L E

昭和58年　株式会社第一勧業銀行（現：株式会社みずほ銀行）入行。
株式会社ボストンコンサルティンググループ、三井不動産株式会社を経て、
平成17年より現職。�
都市型商業不動産に関する運営・投資経験が豊富。�
現在、日本コマーシャル投資法人　執行役員を兼職。�
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都市圏と投資対象資産の�
概念図�

日本コマーシャル投資法人が投資対象としている、�

都市型商業不動産の魅力を教えてください。�

�

牧野　「私達が都市型商業不動産と言っているのは、オフィス

と商業施設です。投資法人の名前も、『コマーシャル』と

いう単語を使っていますが、コマーシャルリアルエステイ

トは、オフィスと商業施設を含んだ、『住む』を除く、働く・

消費するなどの観点からみた不動産です。�

　　 また、都市型というのは大都市圏を対象とするという

意味です。東京・大阪・名古屋という大都市がメインで、

加えてオフィスでは札幌、仙台、福岡等が、商業施設で

はさらに政令指定都市や一部の県庁所在地等がター

ゲットになります。日本の人口は今後減少に向かうとい

われていますが、逆にこれらの都市では人口が集中す

る傾向が顕著になっており、これらの都市に所在する不

動産を取得・運用することが、投資法人としてのリスク

の極小化、収益の極大化につながると考えています。�

　　 なぜ、この2つの要素が重なる『都市型商業不動産』に

投資をしているのかといいますと、これらの不動産が、

今一番、日本の経済の成長と密接に結びついているか

らであり、まさに日本経済のインフラとなる部分を支え

ることで、日本の『成長＝Growth』を共有していきた

いという思いがあるからです。これは私達のスポンサー

である、PMCグループの経営理念の一つでもあります。」�

都市型商業不動産に対するテナントニーズの高まりや賃

料の上昇なども魅力の一つですか？�

�

牧野　「都市型商業不動産というのは、テナント様のニーズや

賃料相場が上がることもあれば下がることもあります。

なかなか個人のみなさまが独自に判断されることは難

しく、また１件あたりの投資額も巨額になり手が届きにく

い資産なのではないでしょうか？プロフェッショナルであ

る私達が、資産を取得・運用することにより、中長期の中

で安定した配当を実現できるところが魅力だと考えて

います。最近の傾向を申し上げれば、オフィスビルは東京・

大阪・名古屋といった三大都市圏を中心に、空室率の大

幅な改善を背景に、賃料相場は明確な上昇傾向を見せ

ていますし、実際に私たちの投資法人の保有物件でも実

績として目に見える形での回復を実感しています。」�

54



福岡市に所在するパシフィーク天神は、ユニークな案件ですね。�
�

廣崎　「専門学校を商業施設に変える、いわゆる『コンバー

ジョン』という手法を用いたわけですが、もともとあの

立地というのは、商業立地ではありませんでした。商業

地ではないところが、ここを引き伸ばせば商業地になる、

という立地の見極めのもとで、今では有望な商業地に

なっています。�

　　　従来のデベロッパーの行う開発とは違い、ファンドとい

う新しい資金が出て来たことによって、開発スピードが速

くなりました。開発スピードが速くなった、ということは立

地の変化が早くなってきたといえます。このパシフィーク

天神の場所も、これから商業立地に変わっていくという見

通しがありました。�

　　　建物についても、普通のビルは柱が多すぎて商業施設

に変更できません。逆に学校は、実は最適な商業スペー

スがとれます。そもそも多くの生徒が通う学校と、不特

定多数のお客さまが来る商業施設は通じるものがあり

ますからね。具体的には、廊下があって、それが通路に

なり、また、柱が少ないから、教室は売り場にすることが

できます。こういう見極めがあったので、商業施設とし

て成功をおさめることができたと考えています。」�

　　　「また、リーシングにも工夫をしています。1階には注目

度の高いケーキ屋さんに入店いただきました。普通、１階

というのは商業施設の顔であり、１番高い家賃水準でテ

ナント様と合意ができます。つまり１階は、１番高級かつ

単価の高いものを売る、賃料負担率の高いテナント様、

賃料の多くいただけるテナント様の誘致をすることが多

いのです。�

　　　1階のテナント様はケーキ屋さんですが喫茶店も開

いていただいていますので、実は、賃料負担率は低い

水準となっています。しかし、非常に多くの集客が望

めるテナント様でしたので、1階でそんなに賃料を頂

戴しなくても、喫茶店が多くのお客さまを集めてくれ

ることによって、上層階のテナント様の賃料水準を高

く合意することができます。つまり、あのケーキ屋さ

んの入っているあのビルね、ということで、お客さまに

お越しいただけるようになりますので、その人の流れ

を踏まえて、上層階の賃料水準を高く合意できる仕組

みにしたのです。こうして集客を多く望めるテナント

様を1階に誘致することで、新しい商業施設の創造が

実現しました。」�

牧野　「商業的な仕掛けをしたわけですよね。例えば、ケーキ

目当てで建物にお客さまが来ていただけるとして、じゃ

あ、ちょっと上に行ってみようかとなる。こんなところに

エステがある、ここにはネイルサロンがあるので次はこ

こに、となるわけです。」�

�

廣崎　「商業施設で、1階で高い賃料水準で合意しようと

するのは銀座とか丸の内の一等地では当然です。し

かし、なかには1階の賃貸面積を減らしてパブリック

スペースにすることによって、多くのお客さまに来て

いただき、上層階のテナント様が非常に潤うという場

合もあります。1階を全てお店にすると、上層階に流

れがなくなってしまうこともありますが、1階にすごく

広い待ち合わせにも使えるようなスペースがあると、

お客さまが、ちょっと上に行ってみよう、と上層階へ人

の流れができることがよくあります。」�

�

牧野　「オフィスよりも商業施設のほうが、運用や売買がより

柔軟だともいえますね。オフィスは、例えば丸の内のビル

を例にとると、オフィスエリアとしての丸の内は、まず動

かない、不動の存在です。丸の内でオフィスがなくなると

いうことはありません。でも、商業施設は、無くなることも

ありますし、逆に新たに生まれることもありますからね。」�

�

廣崎　「顕著な例でいえば、10年、20年前に、例えば代官山

には何もなかったですね、住宅街でした。それが今では、

おしゃれな商業施設の集積地になっています。商業地と

いうのは、変わっていくものですよね。」�

�

牧野　「話題を呼ぶような施設ができると、周辺が活性化しま

すからね。人を相手にしたビジネスという性格がより強い

といえますね。だからこそ、『知識』だけではなく『経験』

が生きてくるのですね。」�

商業施設運営の�
「知恵と工夫」�

オフィスの取り組みである、ゾーン戦略に関してはいかがでしょう？�
�

牧野　「私達のリートが、オフィスビルの投資に関して1番重視

しているのが『立地』です。他のリートと違い、私達はオ

フィスの投資対象エリアを都心のいわゆる『行政区』で

設定をせずに、『ゾーン戦略』という独自の戦略を展開し

ています。港区だから千代田区だからということだけで、

オフィスビル投資の判断はしません。実際に、オフィスを

利用されるテナント様がオフィスを選ぶ際に、行政区の概

念で選ぶことはむしろ少ないです。駅からどのくらい近

いのか、取引先に近いのか、社長の自宅から近いのか（笑）、

で決めていることがほとんどです。�

　　 例えば東京のオフィスをエリア別で見ますと、ある程度業

種によってエリアごとの固まりがあります。これはかなり

歴史的なものです。一方で新興企業の固まりもあります。

いわば昔の城下町で、同じ職業の店がある一定のエリア

に集まっていたようなイメージ、鉄砲町とか呉服町といっ

たイメージです。私達は、こうしたテナント様の動向や、属

する業種の盛衰を見極めながら、投資を考えています。�

　　 東京のオフィス街は歴史的には大手町、丸の内、日本橋と

いう山手線の東側を基点に、歴史的に西南に向かって発

展してきました。古くは新宿、池袋に超高層ビルが建てら

れ、現在では恵比寿から六本木にかけて外資系や新興の

IT系の企業が集中しつつあります。そういう意味ではオ

フィスの最もビビットなゾーンというのは西南に向かって

走っていると思います。各テナント様が属する業種ごとの

賃料負担力、建物に必要とされる仕様なども踏まえた上で、

こうしたゾーンごとの投資判断を行っています。」�

オフィスは「立地」�

日本コマーシャル投資法人の将来について、どのようにし

て企業価値を高めていくか、教えてください。�
�

牧野　「都市型商業不動産を2,000億円以上運用しているア

ドバンテージを活かして、誰からも認められるような独立

系のリートになるというのが大きな目標ですね。�

　　 2,000億円という大きな規模の資産残高を達成してい

るということは、PMCグループが『物件の調達力』を持

っているからと自負しています。また情報というものは

買っている人に集まってきますが、情報の見極めを誤る

と運用で失敗します。私達が今、こうして成長をしている

のは、調達力、そして運用の結果を評価していただいて

いるからだとも考えています。この評価のもとで新しい

情報がまた入ってくる、という繰り返しが、私達の成長の

源泉になると考えています。不動産を昔から持っている

人が勝ちというのではなく、既存のアセットがない、新しい

独立系の会社でも、立派なリートができるというのを目指

したいですね。しっかりした体制と責任で運用していると

ころを広く多くの皆様に説明して、理解を得られるような

リートになりたい。そのためにはコンプライアンス
（＊4）

　　・内部

統制は重要ですし、もちろん成長性も必要です。『質』『量』

の両面をきっちりと実現できるような、安心と信頼をいた

だけるリートにしたい、というのが夢ですね。」�

(＊4）　コンプライアンス…一般に「法令遵守」と言われるが、単純に法令違反をしないこ

とだけではなく、社会規範や道徳、企業倫理を重視することも含まれている。�
�

廣崎　「ということは、その中に含まれている資産のクオリティー

が重要になりますよね。誰が見ても、やっぱり良い資産だね、

と思っていただけるレベルの資産を組み入れ、かつ、良い

案件を開発していくのが、グループ全体の成長という視点

からの、私達のサポート体制の一つだと思います。良い資

産を提供し、かつ、日本コマーシャル投資法人の強力な運

用体制を、さらにサポートしたいと考えています。」�

�

牧野　「Jリートの存在価値や存在感というのは今後マーケッ

トの中で飛躍的に高くなると思います。リートは上場不

動産投資信託として、投資家の皆様のお金をお預かり

しているだけに、常に収益性をチェックし、正確で素早

い判断が必要であるといえます。�

　　つまり、私達のよさは、マーケットの変化に敏感に反応でき

るところにあるといえます。これからは、新しい資産の取得、

資産の入れ替えを含めて、どのように私達が運用していく

かということがすごく問われているところであり、逆に面白

いところでもあると考えています。日本コマーシャル投資

法人の『これから』について、ぜひご期待ください。」�

日本コマーシャル投資法人の�
「これから」�

NIPPON COMMERCIAL INVESTMENT CORPORATION対  談 �

パシフィーク天神�
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日本コマ ーシャル 投資法人とは�  ポ ートフォリオ・アウトライン�

運 用 対 象 �

■ 日本コマーシャル投資法人の運用対象不動産は『都市型商業不動産』です。�

■ 『都市型商業不動産』とは、『オフィス』と『商業施設』のことです。�

● 日本コマーシャル投資法人の投資方針�

20 0 6年9月上場の不動産投資信託（RE I T）�

■ 日本コマーシャル投資法人は2006年9月に東京証券取引所の不動産投資信託市場（J-REIT市場）に上場した39番目の�
 　不動産投資信託（REIT）です。�

■ 上場時の資金調達規模では過去最大、資産規模では史上2番目の規模で上場しました。�

■ 第２期決算時の取得資産規模は約2,018億円、取得物件数は38物件です。�

■ 内訳は、オフィスビルで約1,316億円（29物件）、商業施設で約702億円（9物件）です。�

■ J-REIT41銘柄中8位（取得金額ベース、2007年2月末）です。�

取 得 資 産 規 模 �

■ 日本コマーシャル投資法人の上場時の資金調達は、海外の投資家を中心に高い評価を戴き、下記の賞を授与されています。�

　● 「Japan's deals of 2006 “Best IPO”」（アジアマネー誌）�

　● 「Achievement Awards 2006/07 “Best IPO”」（ファイナンス・アジア）�

上 場 に 関 す る 受 賞 �

■ 景気感応度の高いオフィスビル及び中心市街地型商業施設に集中投資します。�

■ オフィスビルは「立地」に、商業施設は立地に加えて「商圏（物件特性）」にこだわって、物件を取得します。�

■ 対象地域や対象の類型を以下のように設定しています。�

�

投資比率�
（目標値）�投資対象地域／類型�投資対象資産� ポイント�

20～50％�

70％� 87％�

50～80％�Off ice

Off ice ＋� ≧�

A
Retai l

A
Retai l

B
Retai l

C
Retai l

投資比率�
（'07/2末実績値）�

�

投資比率�
（目標値）�

投資比率�
（'07/2末実績値）�

�

立　地�

立　地�
＋�

商　圏�
（物件特性）�

オフィスビル�

商業施設�

三大都市圏�
　　＋�
札幌、福岡、仙台�

中心市街地型商業施設�
（成長型）�
商業ビル、ブティック型店舗ビル等�

都市周辺型複合商業施設�
（ハイブリッド型）�
マルチテナント型ショッピングセンター等�

都市周辺型単一商業施設�
（安定型）�
大手スーパー等の単一テナント型ショッピングセンター等�

65.2%

34.8%

＊投資比率は取得価格ベース�

集中投資�

● オフィスビルの投資対象地域�

オフィスビルの投資対象地域については、以下の考え方で投資を行っています。�

3大都市圏から3大都市（東京・大阪・名古屋）に集中し、さらにゾーンを設定�

その他都市圏への投資は、原則として札幌、福岡、仙台のみ�

3大都市を投資対象地域とする理由�

■ 都市圏への人口流入�

■ 都市圏の中心市街地への人口集中�

■ 景気回復�

■ 賃料の上昇�

■ 地価の上昇�

■ テナントニーズの増加�

※ 取得価格ベース�
�

（注） 東京圏とは、東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県をいいます。�
        大阪圏とは、大阪府、京都市及び神戸市をいいます。�
       名古屋圏とは、名古屋市をいいます。�

※「IPO」とは「Initial Public Offering」の略語で「新規上場」の意味を指します。�

投資対象地域�

東　京　圏�

大阪圏及び名古屋圏�

その他都市圏�

投資割合（目標値）�

50～90%

10～30%

0～30%

投資割合（'07/2末実績値）�

82.4%

東　京　圏� 大阪圏及び名古屋圏� その他都市圏�

15.0%

2.6%

投資対象地域�

東　京　圏�

大阪圏及び名古屋圏�

その他都市圏�

1物件当たりの取得金額（取得価格ベース）�

● オフィスビルの投資規模基準と保有物件の状況�

オフィスビルの投資規模基準については、原則として、以下の考え方で投資を行っています。�

目標値� 実績値（'07/2末）� 目標値� 実績値（'07/02末）�

10億円以上�

20億円以上�

20億円以上�

約45億円�

約66億円�

約17億円*

500坪以上�

1,000坪以上�

1,000坪以上�

約2,051坪�

約3,424坪�

約1,478坪�

＊ 目標値を下回っていますが、物件の競争力や収益力等を総合的に勘案した上で物件を取得しています。�

1物件当たり延床面積�

テナント属性や今後の成長性を
踏まえ積極的に取得�
�
原則として競争力の高い30億円 
以上の物件に投資 

■� 立地に優位性のある�
大型物件に注力�

■�

■�

支社・支店ニーズに応える駅前、
交通の便の優れた立地�
�
立地、駅前、グレードを重視�

■�

■�
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ポートフォリオ・アウトライン�

● 商業施設の投資方針及び投資対象地域�

● 商業施設の取得規模基準と保有物件の状況�

● オフィスビルの『ゾーン戦略』とは�

�

オフィスビルへの投資については、3大都市圏（東京圏、大阪圏、名古屋圏）のもつ交通インフラや都市の発展に伴う街としての

成長性、テナントの傾向等を考慮して、資産運用会社（パシフィック・コマーシャル・インベストメント株式会社）が独自に考える

オフィスビルの集合体を「ゾーン」としてそれぞれ設定し、ゾーン内のオフィスビルに積極的に投資を行います。�

設定した「ゾーン」は以下の通りです。�

東京�

新宿�

四谷�

池袋�

上野�高田馬場�
日暮里�

秋葉原�

目黒�

新橋�

五反田�
大崎�

浜松町�

渋谷�

恵比寿�

横浜�

川崎�

鶴見�

新横浜�

新木場� 新浦安�

大井町�

大森�

天王洲�
アイル�

品川�

皇居�

神田・秋葉原・上野ゾーン�

神田・秋葉原・�
上野ゾーン�

日本橋周辺ゾーン�

日本橋周辺ゾーン�

東京中央ゾーン� 東京中央ゾーン�

東京臨海ゾーン�

東京臨海ゾーン�

新宿・池袋ゾーン�

新宿・池袋ゾーン�

中央線沿線ゾーン�

中央線沿線ゾーン�

東海道線沿線ゾーン�

東海道線沿線�
ゾーン�

Ｒ246・六本木・�
恵比寿ゾーン�

Ｒ246・六本木・�
恵比寿ゾーン�

横浜ゾーン�

横浜ゾーン�

ゾーン�

丸の内、大手町を頂点として、日比谷、虎ノ門、霞ヶ関の

日本を代表するオフィスビル集積地�

日本橋から茅場町、八丁堀、築地、銀座に至るオフィス

ビル集積地�

赤坂、六本木から青山、渋谷、恵比寿に至るオフィス

ビル集積地�

四ツ谷、市ヶ谷、麹町、御茶ノ水、飯田橋に至る

オフィスビル集積地�

月島、勝どき、晴海、豊洲から台場、芝浦、天王洲に

至るオフィスビル集積地�

目黒、大崎を含め、新橋、浜松町から田町、品川、

大井町、大森、川崎に至るオフィスビル集積地�

横浜周辺のオフィスビル集積地（横浜駅、みなとみらい、

新横浜駅）�

神田、秋葉原、上野周辺のオフィスビル集積地�

池袋から新宿に至るオフィスビル集積地�

大阪�
梅田�

西九条�

難波�

近鉄難波�
鶴橋�

京橋�

天王寺�

淀屋橋�
御
堂
筋�

四
つ
橋
筋�

新大阪�

江坂�
名古屋城�

名古屋駅前ゾーン�

名古屋中央ゾーン�

伏見駅�

丸の内駅�

栄駅�
名古屋駅�

久屋大通駅�

ゾーン概要�

ゾーン�

大阪駅、梅田駅周辺のオフィスビル集積地�

堂島川を北限、難波を南限とし、四ツ橋筋、堺筋沿線で
囲まれたオフィスビル集積地�

新大阪駅周辺のオフィスビル集積地（新御堂筋沿いの
江坂から西中島南方まで） 

ゾーン概要�

梅田周辺ゾーン�

梅田周辺ゾーン�

大阪中央ゾーン�

大阪中央ゾーン�

新大阪�
周辺ゾーン�

新大阪周辺ゾーン�

ゾーン�

名古屋駅周辺のオフィスビル集積地 

地下鉄の丸の内、久屋大通、栄、伏見各駅をスクエアと
するオフィスビル集積地�

ゾーン概要�

名古屋駅前ゾーン�

名古屋中央ゾーン�

大阪圏オフィスゾーン� 名古屋圏オフィスゾーン�

東京圏オフィスゾーン�

NIPPON COMMERCIAL INVESTMENT CORPORATION

商業施設の投資方針�

■ 景気拡大の状況を踏まえて、消費拡大が見込める都市圏の中心市街地に立地する商業施設（Retail A：中心市街地

　　型商業施設）を中心に投資します。�

■ 中心市街地と直結した都市周辺地域に立地し、マルチテナント型の収益の拡大が見込めるショッピングセンター等や

　 安定した固定賃料を享受できる商業施設（Retail B：都市周辺型複合商業施設、及びRetail C：都市周辺型単一 

　 商業施設）にも一定割合を投資します。�

商業施設の投資対象地域について�

■ 商業施設の投資対象地域については、繁華性の高さや商圏等の大きさに依拠し、マーケット分析や商業立地としての 

　  収益性を検討して投資するため、オフィスビルとは異なり、地域毎の投資割合やゾーンの概念は定めません。�

商業施設の投資規模基準については、原則として、以下の考え方で投資を行っています。�

1物件当たり取得金額�
（取得価格ベース）�

内 容 ／ 類 型 �投資対象資産�

A
Retai l

B
Retai l

C
Retai l

1物件当たり延床面積�

商業施設�

中心市街地型商業施設�
（成長型）�
商業ビル、ブティック型店舗ビル等�

都市周辺型複合商業施設�
（ハイブリッド型）�
マルチテナント型ショッピングセンター等�

都市周辺型単一商業施設�
（安定型）�
大手スーパー等の単一テナント型�
ショッピングセンター等�

主たるテナントが商業テナント（物販・飲食・サービス業、�

アミューズメント施設等）からなる不動産�
目標値� 実績値�

（'07/02末）�
目標値� 実績値�

（'07/02末）�

10億円�
以上�

20億円�
以上�

50億円�
以上�

約�
73億円�

約�
92億円�

約�
79億円�

200坪�
以上 

1,000坪�
以上 

5,000坪�
以上 

約 �
1,933坪 

約 �
17,052坪 

約 �
12,259坪 
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追加取得物件�

※ 取得価格ベース（2007年4月25日［第2期決算発表日］で保有もしくは取得予定物件の資産総額）�

● 第2期の追加取得物件�
● 

  

商業施設では、関東大都市圏で初の中心市街地型商業施設であるFLEG神宮前を取得しました。�

● 

  

オフィスビルでは、東京圏のゾーン内の集中と分散をさらに強固にするため、個別に戦略性を持った３物件を取得し、東京圏のオフィスビルと 

　中心市街地型商業施設の集積を進めました。�

● 第2期決算後の追加取得物件�

資 産 規 模 の 拡 大とサポート体 制について�

● 資産規模拡大の目標�

● 

  

分配金を安定的に維持、向上できる物件の取得を前提として、中長期的に資産規模5,000億円を目指します。�

● 

  

スポンサーであるパシフィックマネジメント株式会社から開発不動産等の取得を目指す一方、第三者からも積極的に物件の取得を

目指します。�

● パシフィックマネジメント（PMC）グループのサポート体制�

  　日本コマーシャル投資法人の資産運用会社であるパシフィック・コマーシャル・インベストメント株式会社は、パシフィックマネジメント（PMC）  

　  グループの一員として、資産規模の拡大や資産運用力の向上等のためにグループの総合力を活用する体制を構築しています。�

〈システム構築に係るアドバイザリー契約の概要〉�
● 
  
投資法人の保有不動産の運用に必要なコンピュータシステムの

　構築に関する補助、助言�
● 
  
コンピュータシステムの運用方法、更新・改訂に関する補助、助言�

〈商業施設の資産運用に係るアドバイザリー契約の概要〉�
● 
  
入居者募集業務、契約更新業務、入居者管理業務、契約解除関 

　連業務、建物管理業務�
● 
  
商業施設不動産等の取得又は譲渡に関して、候補物件の提案、

　エリアマーケティング等に関する補助、助言�

〈サポートライン契約の概要〉�
● 
  
PMCグループが保有・開発する適格不動産の売却に係る優先交渉権の付与�

● 
  
PMCが入手した適格不動産の第三者売却情報の優先提供�

● 
  
投資法人の保有する不動産等の売却に関するサポート�

● 
  
投資法人の取得予定不動産等のウェアハウジング機能の提供�

● 
  
投資法人及び資産運用会社に対する人材確保に関する協力、その他運用のサポート�

スマート・アセットマネジメント・�
システムズ株式会社�

パシフィックリテール�
マネジメント株式会社� PRM

パシフィック�
マネジメント�
株式会社�

�

日本コマーシャル投資法人�パシフィック・コマーシャル・�

インベストメント株式会社�

サポートライン契約�

（資産運用会社）�

システム構築に係る�
アドバイザリー契約�
�

商業施設の資産運用に係る�
アドバイザリー契約�
�

A- 22
Off ice

新 川 Mビル �
Shinkawa M Bui ld ing  

B - 4
Off ice

江 坂 東 洋ビル �
Esaka Toyo Bui ld ing  

A - 24
Off ice

目白 東 洋ビル �
Mejiro Toyo Building  

A - 23
Off ice

内神田セントラルビル�
Uchikanda Central Building  

A - 6
Retai l

F L E G 神 宮 前 �
F L E G  J i n g u m a e

中心市街地型商業施設� 日本橋周辺ゾーン� 神田・秋葉原・上野ゾーン� 新宿・池袋ゾーン�

所  在  地  ： 大阪府吹田市豊津町�
            9番1号�
ゾ ー  ン  ： 新大阪周辺ゾーン�
敷地面積  ： 3 , 929 . 31㎡

�

延床面積  ： 33 , 316 . 53㎡�
構造・階数 ： S /SRC　B2F /20F�
建築時期  ： 昭和50年3月31日�
取得価格  ： 145億円�
鑑定評価額 ： 145億円�
取  引  先  ： 竹橋ホールディング�
            特定目的会社�
取  得  日  ： 平成19年4月17日�

A - 25
Off ice

川崎イーストワンビル�
Kawasaki East One Building  

所  在  地  ： 神奈川県川崎市川崎区�
            駅前本町1番地�
ゾ ー  ン  ： 東海道線沿線ゾーン�
敷地面積  ： 1 , 183 . 52㎡

�

延床面積  ： 10 , 494 . 86㎡�
構造・階数 ： S /SRC　B1F /13F�
建築時期  ： 平成16年8月18日�
取得価格  ： 151億円�
鑑定評価額 ： 143億円�
取  引  先  ： （株）ダイショウ�
取  得  日  ： 平成19年6月15日までの�
            間で、売主及び買主双方が�
            別途合意する日�
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ポートフォリオの 運用状況� NIPPON COMMERCIAL INVESTMENT CORPORATION

● 不動産賃貸マーケットの状況  ～オフィスの空室率の推移～�

　  日本経済の着実な回復に合わせて、３大都市圏を中心にオフィスの空室率、平均募集資料ともに急速に回復しています。�

● オフィスビルの賃料上昇実績①（賃料増額事例）�
● 

  

第2期（平成19年2月期）に新規入居、もしくは、契約更新を迎えたテナントのうち、契約面積ベースの50％を超える面積について従前の

契約よりも賃料が上昇しました。�

● オフィスビルの賃料上昇実績②（オフィスポートフォリオ全体）�
● 

  

第2期中に29物件中の12物件で平均賃料単価の上昇を実現しています。�

● 

  

第2期中にオフィスポートフォリオ全体で、約2％の平均賃料単価の上昇を実現しています。�

● 今後の内部成長の見込み（オフィス）�
● 

  

今後満期を迎えるオフィスビルの賃貸借契約の状況は以下の通りですが、向こう2期（1年間）で平均6～8％程度の、上方改定を見込ん

でいます。�

東京圏：東京ビジネス地区�

大阪圏：大阪ビジネス地区�

名古屋圏：名古屋ビジネス地区�

平成15年�

8.12％�

10.39％�

契約面積（注1）

�

�

�賃料増額に至った面積（注2）

�

�

�

約4,600坪�

約2,500坪�

賃料上昇額（注3）

�
�

約720万円／月�

8.70％�

平成19年3月末�

2.72％�

5.02％�

5.77％�

改善幅�

▲5.40％�

▲5.37％�

▲2.93％�

（出所）三鬼商事株式会社  「最新オフィスビル市況（平成19年3月）」�
（注1）三鬼商事株式会社は、昭和40年12月に設立された会社であり、全国主要都市のオフィスビル、倉庫、店舗等の仲介及び企画コンサルタントを行っています。�
（注2） 東京ビジネス地区とは、千代田区、中央区、港区、新宿区及び渋谷区をいいます。�
（注3） 大阪ビジネス地区とは、梅田地区、南森町地区、淀屋橋・本町地区、船場地区、心斎橋・難波地区及び新大阪地区をいいます。�
（注4） 名古屋ビジネス地区とは、名駅地区、伏見地区、栄地区及び丸の内地区をいいます。�
（注5） 上記の各表のデータは平成7年から平成18年にかけては12月末日現在の数値を、平成19年は3月末日現在の数値を、それぞれ使用しています。 

（※）いずれも平成19年2月末時点までに契約が開始されたものです。�
（注1）第2期中に新規入居、もしくは契約更新により契約条件が変更となった区画面積
　　  です。�
（注2）上記注1の区画面積のうち、第2期中に増額改定に至った面積です。�
（注3）上記注1の区画面積のうち、新規入居の場合は従前のテナントとの賃料の差額を、
　　  契約更新の場合は契約更新前の賃料との差額を合計したものです。�

※1. 平成19年2月28日時点で本投資法人保有38物件の有効な契約内容に基づきます。�
※2. 第三者調査機関等からのヒアリングに基づくマーケット賃料等を勘案し、当社が設定した新規成約目標賃料です。�
※3. 当該期に契約満期を迎える区画面積の賃料合計に占める、市場賃料未満の区画面積における賃料合計の増額余地分の割合です。�

※但し、第2期中の取得物件である「新川Mビル」及び「内神田セントラルビル」については11月末、     
　「目白東洋ビル」については12月末に対する2月末の平均賃料単価の変動状況です。�

※但し、第2期中の取得部件である「新川Mビル」及び「内神田セントラルビル」につい
　ては9月～10月、「目白東洋ビル」については9月～11月の平均賃料単価の計算には
　含まれておりません。�

【東京ビジネス地区の空室率と平均募集賃料の推移】�

【第2期中における新規成約、契約更改における賃料の変動状況（契約面積ベース）】�

【第2期中における物件別平均賃料単価の変動状況】�

【今後満期を迎える賃貸借契約の状況】�

【オフィスポートフォリオ全体の平均賃料単価の推移（平成18年9月末＝100）】�

【空室率の推移】�

【大阪ビジネス地区・名古屋ビジネス地区の空室率と平均募集賃料の推移】�
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ポートフォリオの 運用状況� コンプライアンス（ 法令遵守 ）�

● ブランド戦略　『パシフィックマークス』�

● 商業施設の運用実績例　「パシフィーク天神」（福岡市）�

日本コマーシャル投資法人は、オフィス賃貸マーケットにおける保有物件の優位性を高めるため、規模・立地・設備等のグレード感の

優れた物件の名称について「パシフィックマークス」ブランドを導入することにしました。�

本投資法人のブランド浸透による�
テナント募集等における競争力の向上�

『パシフィックマークス』�

旧所有者やブランド等の�
イメージの払拭�

『　　　　　　　　　　　（パシフィックマークス）』ブランドへの変更�

※ 各物件の個別特性等の状況を慎重に考慮しながら、「パシフィックマークス」ブランドへの名称変更を検討していきます。�

物件番号�
�

運用資産の名称�
�

新名称� 旧名称�
変更時期�

Office�

Off ice�

Off ice�

Off ice�

Off ice

A-6�

A-12�

A-16�

B-2�

C-1

パシフィックマークス横浜イースト�

パシフィックマークス赤坂見附�

パシフィックマークス新横浜�

パシフィックマークス肥後橋�

パシフィックマークス札幌北一条�

�

ヨコハマツインビル�

日住金赤坂ビル�

新横浜ベネックスS-1�

肥後橋TSビル�

札幌エクセレントビル�

�

平成19年4月1日�

旧所有者の名称やブランド等の変更�

物件番号�
�

運用資産の名称�
�

新名称� 旧名称�
変更時期�

Office�

Off ice�

Off ice

A-9�

A-19�

C-2

赤坂氷川ビル�

岩本町163ビル�

新札幌センタービル�

秀和赤坂6丁目ビル�

秀和第三岩本町ビル�

千代田生命新札幌ビル�

平成19年4月1日�

コンバージョン工事完了後、約1年で9 0％を越える稼働率の実現�

Retail A-3：�
パシフィーク天神�

■ 福岡天神地区の商業マーケットの変化を予測し、専門学校の校舎を商業施
　  設へとコンバージョンした後に取得 �
■ 「女性の美を磨く場」をコンセプトとして、低層部に大手アパレルの人気  
　 ブランドショップ等を配置�
■ 1階路面形式で全国的に人気の高いケーキショップ「キルフェボン」を九州
　 初出店にて導入�
■ 上層部 へはエステサロン・ネイルサロン・ヨガ等の女性の美にこだわっ
　 たテナントミックス実施 

0％�

20％�

40％�

60％�

80％�

100％�

【稼働率の推移】�

平成18年5月� 平成18年9月末� 平成18年12月末�平成19年2月末� 平成19年3月末�

稼働率�

コンバージョン工事完了�

68.9％�

87.1％� 87.1％�
93.6％�

■ コンプライアンス（法令遵守）については、昨今の業界動向を踏まえて細心の配慮を行い、定められた手続きにより確認を行っています。�

■ コンプライアンス上重要なテーマである「利益相反取引に対する取り組み」及び実際の「各会議体の運用状況」は以下の通りです。�

● 利益相反取引に対する取り組み�

● 各会議体の運用状況�
　　　　　 （開催回数）�

■ 利害関係人等から資産を取得する場合、必ずコンプライアンス委員会を開催し、全会一致により決議�

■ コンプライアンス委員会、投資委員会の審議・決議に加え、取締役会での決議が必要�

■ コンプライアンス委員会及び投資委員会には必要に応じて社外専門家が出席�

【利害関係人等から資産を取得する場合の意思決定プロセス】�

差戻し�

否決�

否決�

否決�

コンプライアンス委員会�

投資委員会�

取締役会�

提出� 差戻し�

（決議方法：出席�
 委員の全会一致）�

付議、又は�
意見付き付議�

（決議方法：出席委員の�
 過半数の賛成）�

付議�
（コンプライアンスに関する�
意見があれば、意見付き）�

（決議方法：出席取締役の�
 過半数の賛成）� 報告�

■ 投資企画第1部及び投資企画第2部が、運用ガイドラインに定められた 
　 デューデリジェンスを行い、投資適格物件の取得を起案�

■ 利害関係人等から運用資産を取得する場合、必ずコンプライアンス委
　  員会を開催し、審議の上、全会一致で決議�
■ コンプライアンス・オフィサーは、意見がある場合にはその意見とともに
　  投資委員会に付議�

■ 投資委員会で審議、決議された後、取締役会へ上程�

■ 投資委員会の委員長である代表取締役社長は、投資委員会の審議及び
　 決議の議案の報告を行うとともに少数意見についても取締役会に提出�

■ 代表取締役社長は、取締役会の決議内容について速やかに本投資法 
　 人の役員会に報告�

所轄部署による起案�

本投資法人役員会�

■ 投資法人資産運用業に係る運用方針（資産管理計画書）の審議及び決議�
■ 投資法人資産運用業に係る資産取得（購入予定物件含む）、処分及び、運用管理に関する審議及び決議�
■ 投資法人への格付アドバイザー及び格付け取得先選定�
■ 運用報酬、資産保管手数料等各種委託契約締結又は契約内容の変更�
■ 資産運用報告及び金銭分配に係る計算書並びにこれらの附属明細書の承認�
■ その他�

取 締 役 会 �

■ 投資法人資産運用業に係る運用方針（資産管理計画書）の審議及び決議�
■ 投資法人資産運用業に係る資産取得（購入予定物件含む）、処分及び、運用管理に関する審議及び決議�

■ 投資法人資産運用業に係る利害関係人等からの資産の取得に関する審議�
■ 投資法人資産運用業に係る資産の取得における利害関係人等であるパシフィックマネジメント株式会社との媒介取引に関する審議�
■ 商業施設のPM業者に利害関係人等であるパシフィックリテールマネジメント株式会社採用の審議�
■ 購入予定物件（FLEG神宮前）のPM業者に利害関係人等であるパシフィックリテールマネジメント株式会社採用の審議�
■ 商業施設のマスターレッシーを利害関係人等である日本コマーシャルプロパティーズ株式会社（NCP）採用の審議�

主な決議・承認事項�

投 資 委 員 会 � 主な決議・承認事項�

コンプライアンス委員会� 利害関係人取引に関する主な審議事項�

コンプライアンス委員会� 投資委員会� 取締役会�

第1期※1
 �

（2006年2月22日～2006年8月31日）�

第 2期 ※1
 �

（2006年9月1日～2007年2月28日）�

1

4

1

4

2 6

2 0

1

4

※ 2
 �

※１ 投資法人の決算期　�
※２ 社外専門家参加（一部電話会議含む)　�
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不動産ポートフォリオ� NIPPON COMMERCIAL INVESTMENT CORPORATION

中心�
市街地�

オフィス�
ビル�

商業�
施設�

東京圏�

Office A-1�

Office A-2 �

Office A-3 �

Office A-4 �

Office A-5�

Office A-6�

Office A-7�

Office A-8�

Office A-9 �

Office A-10�

Office A-11�

Office A-12�

Office A-13�

Office A-14�

Office A-15�

Office A-16�

Office A-17�

Office A-18�

Office A-19�

Office A-20�

Office A-21�

Office A-22�

Office A-23�

Office A-24�

Office B-1 �

Office B-2�

Office B-3 �

Office C-1�

Office C-2�

Retail A-1 �

Retail A-2�

Retail A-3�

Retail A-4�

Retail A-5�

Retail A-6�

Retail B-1�

Retail B-2�

Retail C-1

日立ハイテクビルディング�

後楽園新宿ビル�

第一築地ビル�

パシフィックスクエア月島�

パシフィックシティ西新宿�

パシフィックマークス横浜イースト�

ビジネスコート新浦安�

朝日生命大森ビル�

赤坂氷川ビル�

神南フラッグタワー�

日新日本橋ビル�

パシフィックマークス赤坂見附�

アーバンスクエア八重洲ビル�

パシフィックシティ浜松町�

横浜相生町ビル�

パシフィックマークス新横浜�

パール飯田橋ビル�

五反田メタリオンビル�

岩本町163ビル�

丸石新橋ビル�

TS保土ヶ谷ビル�

新川Mビル�

内神田セントラルビル�

目白東洋ビル�

スノークリスタルビル�

パシフィックマークス肥後橋�

名古屋錦第一生命ビル�

パシフィックマークス札幌北一条�

新札幌センタービル�

心斎橋OPA本館�

心斎橋OPAきれい館�

パシフィーク天神�

アルボーレ天神�

天神吉田ビル�

FLEG神宮前�

モラージュ柏�

ベルファ宇治�

イトーヨーカドー尾張旭店�

東京都港区�

東京都新宿区�

東京都中央区�

東京都中央区�

東京都新宿区�

神奈川県横浜市�

千葉県浦安市�

東京都大田区�

東京都港区�

東京都渋谷区�

東京都中央区�

東京都港区�

東京都中央区�

東京都港区�

神奈川県横浜市�

神奈川県横浜市�

東京都千代田区�

東京都品川区�

東京都千代田区�

東京都港区�

神奈川県横浜市�

東京都中央区�

東京都千代田区�

東京都豊島区�

大阪府大阪市�

大阪府大阪市�

愛知県名古屋市�

北海道札幌市�

北海道札幌市�

大阪府大阪市�

大阪府大阪市�

福岡県福岡市�

福岡県福岡市�

福岡県福岡市�

東京都渋谷区�

千葉県柏市�

京都府宇治市�

愛知県尾張旭市�

18,100�

15,100�

11,100�

8,080�

7,680�

7,110�

4,700�

3,920�

3,385�

3,050�

2,550�

2,450�

2,200�

1,730�

1,710�

1,700�

1,600�

1,300�

1,130�

1,120�

1,100�

3,540�

2,060�

2,008�

8,950�

5,573�

5,180�

2,250�

1,225�

31,800�

3,500�

3,700�

1,440�

1,120�

2,525�

15,100�

3,200�

7,850

8.97�

7.48�

5.50�

4.00�

3.81�

3.52�

2.33�

1.94�

1.68�

1.51�

1.26�

1.21�

1.09�

0.86�

0.85�

0.84�

0.79�

0.64�

0.56�

0.55�

0.54�

1.75�

1.02�

0.99�

4.43�

2.76�

2.57�

1.11�

0.61�

15.76�

1.73�

1.83�

0.71�

0.55�

1.25�

7.48�

1.59�

3.89

都市�
周辺�
地域�

大阪圏及び�
名古屋圏�

その他�
都市圏�

中心市街地型�
商業施設�

都市周辺型�
複合商業施設�

都市周辺型単一商業施設�

●ポートフォリオ一覧（平成19年2月28日現在）�

エリア� 用途�
投資対象地域/�

類型�
物件番号� 物件名称（注）� 所在地�

取得価格�
（百万円）�

投資比率�
（％）�

合 計� ーーーーー� ーーーーー� 201,836 100.00

●  ポートフォリオ分散�

エリア別分散�

用途別分散�

築年数別分散�

地域別分散（ オフィスビル ）�

規模別分散（ オフィスビル ） 

規 模 別 分 散（ 商 業 施 設 ）  

オフィスビル�
65.2％�

築10年以上�
築20年未満�
63.5％�

築5年以上�
築10年未満�
11.1％�

築20年以上�
15.9％�

100億円以上�
33.7％�

100億円以上�
66.8％�

30億円未満�
19.9％�

50億円以上�
100億円未満�
32.4％�

50億円以上�
100億円未満�
11.2％�

中心市街地型�
商業施設�
21.8％�

都市周辺型�
複合商業施設�
9.1％�

東京圏�
82.4％�

大阪圏及び�
名古屋圏�
15.0％�

その他�
都市圏�
2.6％�

都市周辺型�
単一商業施設�
3.9％�

築5年未満�
9.4％�

30億円以上�
50億円未満�
14.1％�

30億円以上�
50億円未満�
14.8％�

30億円未満�
7.2％�

（注）比率は、取得資産の取得価格の総額に対する当該取得資産の取得価格の比率を、小数第2位以下を四捨五入して記載しています。�
（注）平成19年４月１日付で運用資産の名称変更をしており、新しい名称で記載しています。�

都市周辺地域�
13.0％�

中心市街地�
87.0％�
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札幌�

仙台�

広島�

福岡�

C-1

C-2

不動産ポートフォリオ� NIPPON COMMERCIAL INVESTMENT CORPORATION

A-1A-9

A-17

A-12

A-14

A-20

A-2

A-24

A-23

A-10

A-18

A-16

A-13

A-11

A-19

A-6

A-15A-21

A-7

A-8

A-5

A-3
A-4

東京�

新宿�

四谷�

池袋�

上野�高田馬場�

日暮里�

秋葉原�

目黒�

新
橋�

五反田�

大崎�

浜松町�

渋谷�

恵比寿�

横浜�

川崎�

鶴見�
新横浜�

新木場�
新浦安�

大井町�

大森�

天王洲�
アイル�

品川�

皇居� A-22

神田・秋葉原・上野ゾーン�

日本橋周辺ゾーン�

東京中央ゾーン�

東京臨海ゾーン�

新宿・池袋ゾーン�

中央線沿線ゾーン�

東海道線沿線ゾーン�

Ｒ246・六本木・�
恵比寿ゾーン�

■ ポートフォリオマップ（ 商業施設 ）�■ポートフォリオマップ（ オフィスビル ）�

日立ハイテクビルディング�

後楽園新宿ビル�

第一築地ビル�

パシフィックスクエア月島�

パシフィックシティ西新宿�

パシフィックマークス横浜イースト※�

ビジネスコート新浦安�

朝日生命大森ビル�

スノークリスタルビル�

パシフィックマークス肥後橋※�

名古屋錦第一生命ビル�

パシフィックマークス札幌北一条※�

新札幌センタービル※�

A-1�

A-2�

A-3�

A-4�

A-5�

A-6�

A-7�

A-8�

�

赤坂氷川ビル※�

神南フラッグタワー�

日新日本橋ビル�

パシフィックマークス赤坂見附※�

アーバンスクエア八重洲ビル�

パシフィックシティ浜松町�

横浜相生町ビル�

パシフィックマークス新横浜※�

�

A-9�

A-10�

A-11�

A-12�

A-13�

A-14�

A-15�

A-16�

�

パール飯田橋ビル�

五反田メタリオンビル�

岩本町163ビル※�

丸石新橋ビル�

ＴＳ保土ヶ谷ビル�

新川Mビル�

内神田セントラルビル�

目白東洋ビル�

A-17�

A-18�

A-19�

A-20�

A-21�

A-22�

A-23�

A-24

B-1�

B-2�

B-3�

C-1�

C-2

都市周辺型�

■ B-2 ベルファ宇治�

■ A-1 心斎橋OPA本館�
■ A-2 心斎橋OPAきれい館�

中心市街地型�

関西大都市圏�

都市周辺型�

■ B-1 モラージュ柏�

■ A-6 FLEG神宮前�
中心市街地型�

関東大都市圏�

都市周辺型�

中心市街地型�

中京大都市圏�

その他都市圏�

■ C-1 イトーヨーカドー尾張旭店�
都市周辺型�

■ A-3 パシフィーク天神�
■ A-4 アルボーレ天神�
■ A-5 天神吉田ビル�

中心市街地型�

大阪圏�

B-1
大阪� 梅田�

西九条�

難波�

近鉄難波� 鶴橋�

京橋�

天王寺�

淀屋橋�

御
堂
筋�

四
つ
橋
筋�

梅田周辺ゾーン�

大阪中央ゾーン�

B-2

名古屋圏� 名古屋城�

B-3

名古屋駅前ゾーン�

名古屋中央ゾーン�

伏見駅�

丸の内駅�

栄駅�

名古屋駅�

久屋大通駅�

東京圏�

横浜ゾーン�

（注）上記の各都市圏を示している円は、概念図です。�

※平成19年4月1日付で運用資産の名称変更を�
　しており、新しい名称で記載しています。�
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NIPPON COMMERCIAL INVESTMENT CORPORATION

パシフィックスクエア月島�

Pacif ic Square Tsukishima

■オフィスビル �

後 楽 園 新 宿ビル �
Korakuen Shinjuku Bui lding   

ゾ ー  ン  ： 新宿・池袋ゾーン�
所  在  地  ： 東京都新宿区西新宿四丁目15番7号�
地　　積 ： 3 , 201 . 80㎡�
延床面積  ： 19 , 802 . 22㎡�
構造・階数 ： SRC・RC　B2 /7 F�
建築時期  ： 平成元年3月1日�

A- 2
Off ice

新宿�
中央公園�

新宿ニューシティ�
ホテル�

公
園
通
り�

西新宿駅�

センチュリー�
ハイアット東京�

新宿�
住友ビル�

新宿�
三井ビル�

新宿駅�

京王�
プラザホテル�

パシフィックシティ�
西新宿�

新宿�
NSビル�

東
京
都
庁�

新宿�
パークタワー�

文化女子大学�

南
新
宿
駅
�

新
宿
駅�

京王
線�

甲州
街道
�

小
田
急
線�

新宿駅�

新
宿
西
口
駅�

J
R
線
�

青梅街道�地下鉄東京メトロ丸ノ内線�

都庁前駅
�

地下鉄都
営大江戸

線�

方南
通り
�

西新
宿五
丁目
駅�

山
手
通
り�

後楽園�
新宿ビル�

日立ハイテク�
ビルディング�

日比谷公園�

JR
線
�

東京メトロ千代田線�

東京メトロ銀座線�

東
京
メ
ト
ロ
日
比
谷
線�

桜
田
通
り�

日
比
谷
通
り�

都
営
地
下
鉄
三
田
線�

外堀通り�

東京メトロ�有楽町線�

新橋駅�

虎の門病院�

霞が関ビル� 日本郵政公社�

愛宕神社�

帝国ホテル�

第一ホテル�
東京�

みずほ銀行�

三菱東京�
UFJ銀行�

国会議事堂前駅�

内幸町駅�

虎ノ門駅�

日立ハイテクビルディング�
Hitachi High-Tech Bui lding  

A - 1
Off ice

（注）共有持分100分の50を取得しています。�

ゾ ー  ン  ： 東京中央ゾーン�
所  在  地  ： 東京都港区西新橋一丁目24番14号�
地　　積 ： 3 , 464 . 39㎡�
延床面積  ： 22 , 952 . 71㎡�
構造・階数 ： SRC・RC　B2 /12F�
建築時期  ： 昭和61年2月25日�

ビジネスコート新浦安�

Business Court Shin-Urayasu  

A - 3
Off ice

朝日生 命 大 森ビル �

Asahi Seimei Ohmori Building  

赤坂氷川ビル�

Akasaka  H ikawa  Bu i l d ing   

神南フラッグタワー�

J i n n a n  F l a g  T o w e r   

パシフィックシティ西新宿�

Pacif ic Ci ty Nishi-Shinjuku

第 一 築 地ビル �

Da i - i c h i  T suk i j i  Bu i l d i n g   

A - 5
Off ice

A - 7
Off ice

A - 4
Off ice

A - 6
Off ice

A - 9
Off ice Off ice

A - 8
Off ice

A -10

不 動 産ポートフォリオ（ 上 場 時 物 件 ）�

パシフィックマークス横浜イースト�

東京臨海ゾーン�

（ゾーンなし）� 東海道沿線ゾーン�

R246・六本木・恵比寿ゾーン� R246・六本木・恵比寿ゾーン�

新宿・池袋ゾーン�

日本橋周辺ゾーン�

横浜ゾーン�

（旧名称�
　ヨコハマツインビル）�

（旧名称�
　秀和赤坂6丁目ビル）�

Paci f ic  Marks Yokohama East
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大阪中央ゾーン�

名古屋中央ゾーン�

（ゾーンなし）�

（ゾーンなし）�

横浜ゾーン� 梅田周辺ゾーン�

NIPPON COMMERCIAL INVESTMENT CORPORATION

Off ice

Off ice

日新日本 橋ビル �

Nissin Nihonbashi  Bui ld ing  

Off ice

Off ice

Off ice

B - 1
Off ice

Off ice Off ice

Off ice

Off ice

Off ice

Off ice

Off ice

Off ice

Off ice

Off ice Off ice

Off ice

A -11

パシフィックマークス赤坂見附�

Pacific Marks Akasaka-mituke  

A -12

アーバンスクエア八重洲ビル�

Urban Square Yaesu Building  

A -13

パシフィックシティ浜松町�

Pacific City Hamamatsucho

A -14

横 浜 相 生 町ビル �

Yokohama Aioicho Bui ld ing

A -15

パシフィックマークス新横浜�

Pacific Marks Shin-Yokohama  

A -16

パ ー ル 飯 田 橋ビル �

Pe a r l  I i d a b a s h i  B u i l d i n g   

A -17

五反田メタリオンビル�

Gotanda Meta l l ion Bui ld ing  

A -18

岩本町16 3ビル�

Iwamo tocho  163  Bu i l d i ng   

A -19

丸 石 新 橋ビル �

Maruishi Shinbashi Bui lding  

A - 20

T S 保 土ヶ谷ビル �

TS  H o d o g a y a  B u i l d i n g   

A - 21

スノークリスタルビル�

S n o w  C r y s t a l  B u i l d i n g   

B - 2

名古屋錦第一生命ビル�

Nagoya Nishiki Dai-ichi Seimei Building  

B - 3

パシフィックマークス札幌北一条�

Pacific Marks Sapporo Kita-ichijo

C -1

新札幌センタービル�

Shin-Sapporo Center Building  

C - 2

パシフィックマークス肥後橋�

Pacif ic Marks Higobashi

不 動 産ポートフォリオ（ 上 場 時 物 件 ）�

（旧名称�
　日住金赤坂ビル）�

（旧名称�
　秀和第三岩本町ビル）�

（旧名称�
　肥後橋TSビル）�

（旧名称�
　新横浜ベネックスS-1）�

（旧名称�
　札幌エクセレントビル）�

（旧名称�
　千代田生命新札幌ビル）�

東海道沿線ゾーン�神田・秋葉原・上野ゾーン�R246・六本木・恵比寿ゾーン�

横浜ゾーン� 横浜ゾーン�

中央線沿線ゾーン� 東海道沿線ゾーン�

日本橋周辺ゾーン�

日本橋周辺ゾーン�

東海道沿線ゾーン�
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A- 1

■商業施設�

心 斎 橋 O P A 本 館 �
S h i n s a i b a s h i  O PA  H o n k a n  Retai l

B - 1
Retai l

A - 3
Retai l

タ イ  プ  ： 中心市街地型商業施設�
所  在  地  ： 大阪府大阪市中央区西心斎橋�
            一丁目4番3号�
地　　積  ： 2 , 430 . 23㎡

�

延床面積  ： 25 , 865 . 61㎡�
構造・階数 ： S ･RC　B3 /12F�
建築時期  ： 平成6年11月18日�

A- 2
Retai l
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地下鉄鶴見緑地線�

地下鉄千日前線�

近鉄奈良線�

道頓堀川�桜川駅�

南海線�

L1

心斎橋�
OPA本館�

心斎橋心斎橋�
OPAOPAきれい館�
心斎橋�
OPAきれい館�

広域地図�

パシフィーク天 神 �
P A C I F I Q U E  T e n j i n   

A - 4
Retai l

アルボーレ天神�
A l b o r e  T e n j i n   

A - 5
Retai l

天 神 吉 田ビル �
Ten j i n  Yosh ida  Bu i l d ing  

B - 2
Retai l

モラージュ柏 �
M a l l a g e  K a s h i w a  

ベ ルファ宇 治 �
B e l l f a  U j i  

C - 1
Retai l

イトーヨーカドー 尾張旭店�

I t o - Y o k a d o  O w a r i a s a h i

心斎橋心斎橋OPAOPA本館本館�

心斎橋心斎橋OPAOPAきれい館�

心斎橋OPA本館�

心斎橋OPAきれい館�

東急ハンズ�

りそな銀行�

ルイ・ヴィトン�

パルコ�

そごう�

大丸�

大丸南館�

心斎橋AXY

ユニクロ�

三菱東京�
UFJ銀行�

アップル�
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御堂筋ビル�

関西アーバン�
銀行本店�
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周辺地図�

心 斎 橋 O P A きれい 館 �
S h i n s a i b a s h i  O P A  K i r e i k a n  

タ イ  プ  ： 中心市街地型商業施設�
所  在  地  ： 大阪府大阪市中央区西心斎橋�
            一丁目9番2号�
地　　積  ： 946 . 53㎡

�

延床面積  ： 4 , 923 . 95㎡�
構造・階数 ： S ･SRC　B2 /5 F�
建築時期  ： 平成10年7月30日�

不 動 産ポートフォリオ（ 上 場 時 物 件 ）�
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資 産 運 用 報 告

■資産 運 用 の 概 況

1. 投資法人の運用状況等の推移

（注1） 1口当たり当期純利益（損失）金額は、当期純利益（損失）金額を日数加重平均投資口数（第1期200口、第2期221,341口）で除することにより算出しております。
なお、第2期は株式会社東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場後、実際に運用を開始した日である平成18年9月26日を期首とみなして、日数による加重平均投資口数
（255,146口）により算出した1口当たり当期純利益金額を括弧内に併記しています。

（注2） 総資産経常利益（損失）率＝経常利益（損失）金額／（（期首総資産＋期末総資産）÷2）×100（小数点第2位以下を四捨五入して記載しています。）
なお、第1期は実質的に資産運用を行っておりません。また、第2期の実質的な運用開始は平成18年9月26日からです。

（注3） 自己資本利益（損失）率＝当期純利益（損失）金額／（（期首純資産＋期末純資産）÷2）×100（小数点第2位以下を四捨五入して記載しています。）
（注4） 期末自己資本比率＝期末純資産額／期末総資産額×100（小数点第2位以下を四捨五入して記載しています。）
（注5） 配当性向＝分配金総額／当期純利益金額×100（小数点第2位以下を切り捨てて記載しています。）
（注6） 賃貸NOI＝不動産賃貸事業収入―不動産賃貸事業費用＋当期減価償却費
（注7） 1口当たりFFO＝FFO（＝当期純利益（損失）金額＋当期減価償却費＋その他の償却費－不動産等売却損益）／期末発行済投資口数

（小数点以下を切り捨てて記載しています。）
（注8） FFO倍率＝期末投資口価格／年換算後1口当たりFFO

第2期：平成19年2月末投資口価格（604,000円）／年換算後1口当たりFFO
（注9） デット・サービス・カバレッジ・レシオ＝金利償却前当期純利益金額／支払利息（投資法人債利息を含みます。）
（注10）金利償却前当期純利益金額＝経常利益金額＋現金支出を伴わない費用＋支払利息
（注11）期末総資産有利子負債比率＝期末有利子負債額／期末総資産額×100（小数点第2位以下を四捨五入して記載しています。）
（注12）本投資法人における第1期の営業期間は平成18年2月22日～平成18年8月31日の191日間ですが、本投資法人は期末日現在で実質的な資産運用を開始しておりません。

本投資法人における第2期の営業期間は平成18年9月1日～平成19年2月28日の181日間ですが、本投資法人の実質的な運用開始は平成18年9月26日からの156日間です。

期

営業収益

（うち不動産賃貸事業収入）

営業費用

（うち不動産賃貸事業費用）

営業利益金額又は営業損失金額（△）

経常利益金額又は経常損失金額（△）

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

総資産額

純資産額

出資総額

発行済投資口総数

1口当たり純資産額

分配金総額

1口当たり当期純利益金額又は1口当たり当期純損失金額（△）（注1）

1口当たり分配金額

（うち1口当たり利益分配金）

（うち1口当たり利益超過分配金）

総資産経常利益率又は総資産経常損失率（△） （注2）

（年換算）

自己資本利益率又は自己資本損失率（△） （注3）

（年換算）

期末自己資本比率 （注4）

配当性向 （注5）

当期減価償却費

当期資本的支出額

賃貸NOI（Net Operating Income） （注6）

1口当たりFFO（Funds from Operation） （注7）

FFO（Funds from Operation）倍率 （注8）

デット・サービス・カバレッジ・レシオ （注9）

金利償却前当期純利益金額 （注10）

支払利息（投資法人債利息を含む。）

有利子負債額

期末総資産有利子負債比率 （注11）

当期運用日数 （注12）

－

（－）

9

（－）

△9

△16

△9

148

90

100

200

450,438

－

△49,562

－

（－）

（－）

△13.0

（△24.9）

△10.4

（△19.9）

60.5

－

－

－

－

△16,662

－

－

－

－

－

－

－

5,616

（5,616）

2,053

（1,852）

3,562

2,477

2,470

234,360

119,074

116,753

257,400

462,606

2,460

11,160
（9,682）

9,558

（9,558）

（－）

2.1

4.9

4.1

9.7

50.8

99.5

678

98

4,442

13,011

19

10

3,711

362

96,700

41.3

156

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

口

円

百万円

円

円

円

円

％

％

％

％

％

％

百万円

百万円

百万円

円

倍

倍

百万円

百万円

百万円

％

日

第1期 第2期

自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

営業期間

29

2. 当期の資産運用の経過

（1）投資法人の主な推移

本投資法人は、「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和26年法律第198号。以下「投信法」といいます。）に基づき、

パシフィック・コマーシャル・インベストメント株式会社を設立企画人として、平成18年2月22日に出資金100,000千円

（投資口数200口）で設立され、平成18年3月22日に投信法に基づく関東財務局への登録、同年9月26日に公募による投資口

の追加発行（245,000口）を実施し、東京証券取引所不動産投資信託証券市場（J-REIT市場）に上場（銘柄コード3229）し

ました。また、同年10月24日には、第三者割当による投資口の追加発行（12,200口）を実施しました。その結果、当期末

の発行済投資口数は257,400口、出資総額は116,753,060千円となりました。

当期においては、34物件（取得価格合計191,703,000千円）を上場直後の平成18年9月26日から9月28日にかけて取得し、

実質的な運用を開始いたしました。また、その後の運用においても、4物件（取得価格合計10,133,000千円）の追加取得を

行いました。その結果、当期末に保有する物件は38物件（取得価格合計201,836,000千円）となりました。

（2）投資環境と運用実績

当期においては、日本経済の着実な回復に合わせて3大都市圏及びその他の都市圏の中心市街地への人口流入、そして都

市圏への人口集中が継続していると考えられ、これらの都市圏における都市型商業不動産に対する需要の増大が、オフィス

空室率の低減や新規賃料水準の引き上げとして表れ始めました。本投資法人は、このような景気拡大局面において、景気感

応度が高く、需要増大の恩恵を比較的受け易いという都市型商業不動産の特性を十分に活かして、運用を行いました。

外部成長においては、スポンサーであるパシフィックマネジメント株式会社（以下「PMC」といいます。）とのサポート

ライン契約を活用し、上場後、新たに4物件（取得価格合計10,133,000千円）の追加取得を行い、151,161千円の外部成長に

よる増収を果たしました。

一方、当期においては、借入の基準金利である全銀協3ヶ月物TIBORが約10bp上昇し、利払費用の増加が見込まれていま

したが、オフィスを中心とする新規テナント誘致のリーシング活動及び賃料更改に伴う増収等による内部成長と、金利の緩

やかな上昇を予測した上での金利上昇リスクへのヘッジとして、スワップ契約ではなく金利キャップの購入を採用したこと、

及び後記の発行体格付けの取得に伴う借入金の適用スプレッドの軽減といった財務戦略の組み合わせにより、影響を軽微に

留めることができました。

その結果、当期においては、ポートフォリオ全体の安定した稼働率を概ね維持しつつ、上場時想定と比べ約122百万円の

増益を果たしました。

以上の結果、当期は、営業収益金額5,616,518千円、経常利益金額2,477,795千円、当期純利益金額2,470,232千円を計上

することとなりました。また、前期繰越損失9,912千円を控除した金額は、2,460,319千円となりました。

取得資産の推移

平成18年9月

累積取得価格（千円）

累計取得物件数

賃貸可能面積（㎡）

稼働率（％）

191,703,000

34

275,229.5

97.3

191,703,000

34

275,229.5

96.4

199,828,000

37

282,414.7

96.3

201,836,000

38

283,682.4

96.8

201,836,000

38

283,682.4

97.2

201,836,000

38

283,682.4

96.4

平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年1月 平成19年2月
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（3）資金調達の概要

本投資法人は、平成18年9月26日に公募による投資口の追加発行を実施し、東京証券取引所不動産投資信託証券市場（J-

REIT市場）に上場（銘柄コード3229）しました。また、同年10月24日には、第三者割当による投資口の追加発行（12,200

口）を実施しました。

また、上場直後に34物件を取得するに当たって、平成18年9月27日には、日本を代表する主要大手金融機関を中心とした

シンジケート団による、無担保・無保証によるシンジケートローン合計91,000,000千円の借入れ実行及びアンコミットメン

トベースの極度融資枠15,000,000千円の設定を行いました。さらに期中の追加物件取得に合わせて、合計5,700,000千円の

追加借入れを実施しました。その結果、当期末の借入れ状況は12行・庫・社より総額96,700,000千円の借入れを行い、うち

短期借入金は36,000,000千円、長期借入金は60,700,000千円となりました。

借入金のうち長期借入金については、金利上昇リスクをヘッジするための金利キャップの購入を行い、借入期間2年のロ

ーンについては3ヶ月TIBORの上限を0.95％、借入期間3年のローンについては3ヶ月TIBORの上限を1.05％に、ヘッジを完

了しています。

借入金額
（千円）

タームローン
A

タームローン
B

タームローン
C

タームローン
D

タームローン
E

合計／平均

36,000,000

17,000,000

38,000,000

3,500,000

2,200,000

96,700,000

株式会社あおぞら銀行
株式会社みずほコーポレート銀行
株式会社新生銀行
株式会社三菱東京UFJ銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
住友信託銀行株式会社

株式会社三井住友銀行
株式会社あおぞら銀行
住友信託銀行株式会社
株式会社七十七銀行

株式会社三井住友銀行
株式会社あおぞら銀行
株式会社みずほコーポレート銀行
株式会社新生銀行
住友信託銀行株式会社
株式会社りそな銀行
三井住友海上火災保険株式会社
農林中央金庫

中央三井信託銀行株式会社

中央三井信託銀行株式会社

全銀協3ヶ月物
円TIBOR＋0.30％

全銀協3ヶ月物
円TIBOR＋0.35％

全銀協3ヶ月物
円TIBOR＋0.40％

全銀協3ヶ月物
円TIBOR＋0.40％

全銀協3ヶ月物
円TIBOR＋0.40％

0.83636％

0.88636％
（注1）

0.93636％
（注2）

0.93636％
（注2）

0.96818％
（注2）

0.89107％
（注3）

平成18年
9月27日

平成18年
9月27日

平成18年
9月27日

平成18年
11月29日

平成18年
12月22日

平成19年
9月27日

平成20年
9月27日

平成21年
9月27日

平成21年
9月27日

平成21年
9月27日

借入先
金融機関名

金　利
期末
適用金利

借入
年月日

返済期限

（注1）金利キャップ購入により、実質的に対象金利（全銀協3ヶ月物TIBOR）の上限が0.95％となっています。
（注2）金利キャップ購入により、実質的に対象金利（全銀協3ヶ月物TIBOR）の上限が1.05％となっています。
（注3）借入金額による加重平均金利を、小数第6位以下を四捨五入して記載しています。

3. 増資等の状況

4. 分配金等の実績

年月日 摘　要
発行済投資口数（口）

増　減 残　高 増　減 残　高

出資総額（千円）
備　考

平成18年 2 月22日

平成18年 9 月26日

平成18年10月24日

私募設立

公募増資

第三者割当増資

200

245,000

12,200

200

245,200

257,400

100,000

111,119,750

5,533,310

100,000

111,219,750

116,753,060

（注1）

（注2）

（注3）

期
決算年月

第1期（注1）
平成18年8月

第2期
平成19年2月

最高

最低

期初価格（注2）

期末価格（注2）

－

－

－

－

670,000

461,000

472,000

604,000

（注1）1口当たり発行価格500,000円にて、パシフィックマネジメント株式会社による出資により本投資法人が設立されました。
（注2）1口当たり発行価格470,000円（発行価額453,550円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする公募新投資口を発行し、資産の運用を開始しました。
（注3）1口当たり発行価額453,550円にて、大和証券エスエムビーシー株式会社を割当先とする、新投資口の発行を行いました。

（注1）本投資法人は、平成18年9月26日に東京証券取引所の不動産投資証券市場に投資証券を上場しました。
平成18年8月31日現在、本投資法人は投資証券を上場しておりませんので、該当事項はありません。

（注2）期初価格、期末価格は、それぞれ期初日、期末日の終値を記載していますが、第2期の期初価格は、上場日（平成18年9月26日）の終値を記載しています。

（単位：円）

期 第1期 第2期

営業期間
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

当期未処分利益総額又は
当期未処理損失総額（△）

利益留保額

金銭の分配金総額
（一口当たり分配金）

うち利益分配金総額
（一口当たり利益分配金）

うち出資払戻総額
（一口当たり出資払戻額）

△9,912,436

△9,912,436

－
（－）

－
（－）

－
（－）

2,460,319,770

90,570

2,460,229,200
（9,558）

2,460,229,200
（9,558）

－
（－）

（単位：円）また、資金調達コストの低減と調達先の多様化を企図し、平成18年12月12日付で株式会社格付投資情報センター（R&I）

より、平成18年12月14日付でムーディーズ・インベスターズ・サービス（Moody's）より、それぞれ発行体格付けを取得し

ました。その結果、借入金額による期末加重平均金利は0.89107％となりました。

格 付 機 関 格 付 け

株式会社格付投資情報センター（R&I）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス（Moody's）

A
A3

内　　　容

格付けの方向性：安定的
格付けの見通し：安定的

〈発行体格付けの取得状況〉

投資証券の取引所価格の推移

本投資法人が投資証券を上場する、株式会社東京証券取引所の不動産投資証券市場における、営業期間別の最高価格・最

低価格（終値ベース）は以下の通りです。

分配金につきましては、原則として租税特別措置法第67条の15に規定される本投資法人の配当可能所得の金額の100分の

90に相当する金額を超えて分配するものとして本投資法人が決定する金額とします。

当期においては、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く全額を分配することとし、分配金総額は

2,460,229,200円、投資口1口当たりの分配金は9,558円となりました。

（4）業績及び分配の概要

当期は、営業収益金額5,616,518千円、経常利益金額2,477,795千円、当期純利益金額2,470,232千円を計上することとな

りました。また、前期繰越損失9,912千円を控除した金額は、2,460,319千円となりました。

分配金につきましては、原則として租税特別措置法第67条の15に規定される本投資法人の配当可能所得の金額の100分の

90に相当する金額を超えて分配するものとして本投資法人が決定する金額とします。当期においては、投資口1口当たりの

分配金が1円未満となる端数部分を除く全額を分配することとし、分配金総額は2,460,229,200円、投資口1口当たりの分配

金は9,558円となりました。

本投資法人の設立日から平成19年4月25日までの発行済投資口数及び出資総額の増減の状況は以下の通りです。
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6. 決算後に生じた重要な事実

本投資法人において、決算日後に生じた重要な事項は以下の通りです。

（1）資産の取得

本投資法人は、平成19年4月16日付で以下に掲げる特定資産の取得を決定し、本日現在、特定資産の取得を完了していま

す。

当該特定資産の概要は以下の通りです。

物件番号 物件名称
取得価格（注1）
（千円）

所在地（注2） 資産の種類 用　途
売買契約
締結日

取得日

Office
B-4

江坂東洋ビル 14,500,000 大阪府吹田市 不動産信託
受益権

オフィス
ビル

平成19年
4月17日

平成19年
4月17日

（注1）「取得価格」には、消費税及び地方消費税、固定資産税及び都市計画税、その他取得経費を含みません。
（注2）「所在地」欄には、各物件が所在する地域における最小独立行政区画を記載しています。

また、平成19年4月17日付で以下に掲げる特定資産の取得を決定しております。

当該特定資産の概要は以下の通りです。

物件番号 物件名称
取得価格（注1）
（千円）

所在地（注2） 資産の種類 用　途
売買契約
締結日

取得予定日

Office
A-25

川崎イーストワンビル 15,100,000 神奈川県川崎市 不動産
オフィス
ビル

平成19年
4月20日

平成19年6月15日
までの間で売主
及び買主双方が
別途合意する日

（注1）「取得価格」には、消費税及び地方消費税、固定資産税及び都市計画税、その他取得経費を含みません。
（注2）「所在地」欄には、各物件が所在する地域における最小独立行政区画を記載しています。

（2）資金の調達

本投資法人は、平成19年3月30日付にて、将来における不動産若しくは不動産信託受益権の取得資金及びそれらの関連費

用の一部に充当するため、以下の通り資金の借入れを行いました。

アレンジャーを株式会社三井住友銀行とするシンジケートローンであり、シンジケート団の組成により、株式会社三井住

友銀行から複数の金融機関へ、貸付債権の債権譲渡が予定されています。

①タームローンF（トランシェA・期間5年）

借入先 ：株式会社三井住友銀行

借入金額 ：5,000,000千円

利率 ：全銀協3ケ月物TIBOR＋0.5％

平成19年3月30日から平成19年6月29日までの期間の適用利率は1.17545％

借入実行日 ：平成19年3月30日

返済期日 ：平成24年3月30日

担保の有無 ：無担保

保証の有無 ：無保証

②タームローンF（トランシェB・期間5年）

借入先 ：大同生命保険株式会社

借入金額 ：2,000,000千円

利率 ：1.87％（円金利SWAP5年物＋0.5％）

借入実行日 ：平成19年3月30日

返済期日 ：平成24年3月30日

担保の有無 ：無担保

保証の有無 ：無保証

なお、上記①及び②の資金の借入は、前記（1）資産の取得に記載する、不動産信託受益権の取得資金及びそれらの関連

費用の一部に充当しました。

5. 今後の運用方針及び対処すべき課題

（1）運用環境

本投資法人では、次期においても当期と同様、日本経済の回復、発展、景気の拡大といった状況が引き続き継続すると考

えており、これを踏まえ、3大都市圏やその他の都市圏、特に中心市街地において、テナントニーズの増加、消費拡大を背

景とした賃料の上昇、地価の上昇が期待できることから、かかる中心市街地に数多く立地するオフィスビル及び商業施設に

投資の主軸を置きます。また、主要な鉄道、幹線道路により、こうした中心市街地と直結した都市周辺地域に立地し、マル

チテナントを有し、安定的収益とともに収益の拡大が見込めるショッピングセンター等（以下「都市周辺型複合商業施設」

といいます。）や、長期にわたって安定した固定賃料を享受できる、大手スーパーを核テナントとするショッピングセンタ

ー等（以下「都市周辺型単一商業施設」といいます。）にも一定の割合で投資を行うことで、リスクの分散を図りつつ、安

定的な収益を確保していきます。

（2）今後の運用方針及び対処すべき課題

a. 運用戦略

いわゆる東京ビジネス地区（千代田区、中央区、港区、新宿区及び渋谷区をいいます。）におけるオフィスビルの空室率

は、上場企業を中心とした企業業績の急速な回復を背景に平成15年以降下降に転じています。平成19年2月現在、東京ビジ

ネス地区のオフィスビルの空室率は2％台後半という水準で推移しており、オフィスビルの新規募集賃料も平成17年より上

昇に転じています。また、大阪ビジネス地区（梅田地区、南森町地区、淀屋橋・本町地区、船場地区、心斎橋・難波地区及

び新大阪地区）及び名古屋ビジネス地区（名駅地区、伏見地区、栄地区及び丸の内地区）においても、新規募集賃料は下げ

止まり傾向から上向きの兆しも見え、更に、空室率は改善傾向が続いています。本投資法人は、このようなマーケット動向

を的確に分析し、オフィスビルの稼働率の改善、適正賃料への条件改定、空室発生時点での迅速かつ的確な後継テナントの

募集・選定を実施します。

b. 投資戦略

本投資法人は、東京圏、大阪圏及び名古屋圏におけるオフィスビル投資については、資産運用会社が独自に考えるオフィ

スビル集積地の集合体をゾーンとしてそれぞれ設定し、ゾーン内のオフィスビルに積極的に投資を行います。

本投資法人は、それぞれの都市圏のもつ交通インフラの特性や都市の発展に伴う街としての成長性、テナントの傾向等を

踏まえてゾーンを設定し、各ゾーンの中にあって、規模、立地、建物グレード等の点において競争力のあるオフィスビルに

投資を行います。

前述の日本経済の回復、発展、景気の拡大といった状況から、不動産投資市場の環境は活況を呈しており、東京圏のみな

らず3大都市圏やその他の都市圏、特に本投資法人の投資の主軸を置く中心市街地においては、過熱感のある状況となって

います。

また、本投資法人は、マーケットの一時的な状況に左右されることなく、中長期にわたり安定的な収益を確保するととも

に運用資産残高を着実に増大させることにより、投資主価値の極大化を目指すため、スポンサーでありサポートライン契約

を締結したPMC及びPMCグループのサポートを最大限に活用し優良物件の確保に努めると共に、PMCグループによる開発

物件の取得にも注力します。

c. 財務戦略

本投資法人は、資産規模の更なる拡大に対応するために資金調達余力を確保する一方、全体の資金調達コスト削減に努め

つつ、長期・短期の借入期間、固定・変動の金利形態、資金調達先等のバランスを図ります。

また、発行体格付けの取得による信用力の向上を背景として、金利上昇並びにリファイナンスのリスクに備え、長期固定

借入（金利キャップ等の購入によるヘッジを含みます。）の比率を高めるとともに、投資法人債の発行も選択肢として考慮

しつつ、返済期限や調達先の分散化を目指します。



34 35

資 産 運 用 報 告

（3）投資法人債の発行

本投資法人は、特定資産の取得資金及び本投資法人の借入金の返済資金に充当することを目的として、平成19年4月6日付

で以下の通り投資法人債の発行を決定し、平成19年4月13日に払込を受けました。

①日本コマーシャル投資法人第1回無担保投資法人債（期間3年）

投資法人債の総額 ：10,000,000千円

各投資法人債の金額 ：100,000千円

利率 ：年1.52％

払込金額 ：各投資法人債の金額100円につき100円

償還金額 ：各投資法人債の金額100円につき100円

募集方法 ：私募

投資法人債間限定同順位特約付

分割制限少人数私募及び適格機関投資家転売制限付

募集期日 ：平成19年4月6日

払込期日 ：平成19年4月13日

償還期限 ：平成22年4月13日

利払期日 ：初回を平成19年10月13日とし、以降、毎年4月13日及び10月13日

財務制限条項 ：「担保提供制限条項」が付されております

取得格付 ：A（株式会社格付投資情報センター）

A3（ムーディーズ・インベスターズ・サービス）

担保・保証の有無 ：物上担保及び保証は付されておらず、また特に留保されている資産もありません

財務・発行・支払代理人 ：株式会社みずほコーポレート銀行

引受会社 ：JPモルガン証券株式会社、大和証券エスエムビーシー株式会社

資金使途 ：特定資産の取得資金及び借入金の返済資金

②日本コマーシャル投資法人第2回無担保投資法人債（期間5年）

投資法人債の総額 ：17,000,000千円

各投資法人債の金額 ：100,000千円

利率 ：年1.96％

払込金額 ：各投資法人債の金額100円につき100円

償還金額 ：各投資法人債の金額100円につき100円

募集方法 ：私募

投資法人債間限定同順位特約付

分割制限少人数私募及び適格機関投資家転売制限付

（参考情報）運用資産の名称変更

①「パシフィックマークス」ブランドへの変更

本投資法人は、オフィス賃貸マーケットにおける保有物件の優位性を高めるため、規模・立地・設備等のグレード感

の優れた物件の名称について「パシフィックマークス」ブランドを導入することとしました。「パシフィックマークス」

ブランドへ物件名称を変更していくことにより、オフィス賃貸マーケットにおける本投資法人のブランド浸透を図り、

テナント募集等における競争力を向上させることで、投資主の利益の極大化を図ります。

平成19年4月25日現在において、「パシフィックマークス」ブランドへの名称変更を行っている物件は以下の通りで

す。

②旧所有者の名称やブランド等の変更

本投資法人は、保有物件のうち旧所有者の名称やブランド等が使用されている物件について、各物件の個別特性等を

慎重に検討した結果、順次、物件名称を変更することとしました。旧所有者の名称やブランド等が使用されている物件

名称を変更することにより、オフィス賃貸マーケットにおける旧所有者のイメージ等の払拭を図ります。

平成19年4月25日現在において、旧所有者の名称やブランド等の名称変更を行っている物件は以下の通りです。

物件番号
運用資産の名称

新 名 称 旧 名 称
変更時期

Office
A-6

Office
A-12

Office
A-16

Office
B-2

Office
C-1

パシフィックマークス横浜イースト

パシフィックマークス赤坂見附

パシフィックマークス新横浜

パシフィックマークス肥後橋

パシフィックマークス札幌北一条

ヨコハマツインビル

日住金赤坂ビル

新横浜ベネックスS-1

肥後橋TSビル

札幌エクセレントビル

平成19年4月1日

物件番号
運用資産の名称

新 名 称 旧 名 称
変更時期

Office
A-9

Office
A-19

Office
C-2

赤坂氷川ビル

岩本町163ビル

新札幌センタービル

秀和赤坂6丁目ビル

秀和第三岩本町ビル

千代田生命新札幌ビル

平成19年4月1日

加えて本投資法人は、平成19年3月30日付にて、既存借入金の返済等において、機動的かつ安定的な資金調達手段を確保

することで、財務安定性及び信用状況の一層の向上を図り、以って本投資法人の総合的な調達コストの軽減を達成するため、

15,000,000千円を上限とするコミットメントライン契約の締結を致しました。

当該コミットメントライン契約は、アレンジャーを株式会社三井住友銀行とするシンジケート型のコミットメントライン

契約であり、今後、複数の金融機関の参加が予定されています。

なお、平成19年4月25日現在において、当該コミットメントライン契約に基づく借入れは行っていません。

③コミットメントライン契約

参加金融機関 ：株式会社三井住友銀行（総額引受方式）

借入極度額 ：15,000,000千円

コミットメント期間 ：平成19年3月30日から平成20年6月30日まで（1年3ヶ月）

元本返済方法 ：元本返済期日において一括返済

担保・保証 ：無担保・無保証

募集期日 ：平成19年4月6日

払込期日 ：平成19年4月13日

償還期限 ：平成24年4月13日

利払期日 ：初回を平成19年10月13日とし、以降、毎年4月13日及び10月13日

財務制限条項 ：「担保提供制限条項」が付されております

取得格付 ：A（株式会社格付投資情報センター）

A3（ムーディーズ・インベスターズ・サービス）

担保・保証の有無 ：物上担保及び保証は付されておらず、また特に留保されている資産もありません

財務・発行・支払代理人 ：株式会社みずほコーポレート銀行

引受会社 ：JPモルガン証券株式会社、大和証券エスエムビーシー株式会社

資金使途 ：特定資産の取得資金及び借入金の返済資金
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■投資 法 人 の 概 況

1. 出資の状況

項　目
第1期

平成18年8月31日現在
第2期

平成19年2月28日現在

発行可能投資口総口数（口）

発行済投資口数の総数（口）

出資総額（円）

投資主数（人）

2,000,000

200

100,000,000

1

2,000,000

257,400

116,753,060,000

11,369

3. 役員等に関する事項

役職名 主 な 兼 職 等
当該営業期間における

役職毎の報酬の総額（千円）

執行役員

監督役員

監督役員

会計監査人

役員等の氏名
又は名称

牧野　知弘

根本　博史

栗林　勉

あずさ監査法人

パシフィック・コマーシャル・インベストメント株式会社　代表取締役社長

クリフィックス税理士法人　代表社員

栗林総合法律事務所　所長

―

1,800

1,200

30,150

2. 投資口に関する事項

氏名又は名称
所有投資口数
（口）

発行済投資口数の総数に対する
所有投資口数の割合（％）

日興シティ信託銀行株式会社（投信口）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

パシフィックマネジメント株式会社

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）

ザチェースマンハッタンバンクエヌエイロンドンエスエルオムニバスアカウント

ルクセンブルグオフショアジャスディックレンディングアカウント

野村信託銀行株式会社（投信口）

株式会社りそな銀行

メロンバンクエービーエヌアムログローバルカストディエヌブイ

合　　計

17,205

14,891

14,339

12,400

9,171

6,699

5,543

5,152

4,430

4,276

94,106

6.68

5.78

5.57

4.81

3.56

2.60

2.15

2.00

1.72

1.66

36.56

（注）発行済投資口数の総数に対する所有投資口数の割合は、小数点第2位未満を切り捨てにより表示しています。

（注1）牧野知弘は、資産運用会社であるパシフィック・コマーシャル・インベストメント株式会社の代表取締役社長と本投資法人の執行役員を兼務しており、投信法第13条に基づ
き、平成18年2月17日付で金融庁長官より兼職の承認を得ています。
また、監督役員は、上記記載以外の法人の役員である場合がありますが、上記を含めていずれも本投資法人と利害関係はありません。

（注2）執行役員及び監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有しておりません。
（注3）会計監査人に対する報酬の総額については、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務（合意に基づく調査報告書作成業務等）についても含まれています。

4. 投資信託業者、資産保管会社、一般事務受託者

委 託 区 分 氏 名 又 は 名 称

投資信託委託業者（資産運用会社）

資産保管会社

一般事務受託者（会計事務等）

一般事務受託者（投資主名簿等管理等）

一般事務受託者（機関運営事務等）

パシフィック・コマーシャル・インベストメント株式会社

住友信託銀行株式会社

税理士法人平成会計社

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社

平成19年2月28日現在の、投資信託委託業者、資産保管会社及び一般事務受託者は以下の通りです。

平成19年2月28日現在における主要な投資主は以下の通りです。

平成19年2月28日現在における役員等の氏名又は名称は以下の通りです。

■ 投 資 法 人 の 運 用 資 産 の 概 況

1. 本投資法人の財産の構成

エリア
（注1）

用途
（注1）

投資対象地域／類型
（注1） 物件番号 物 件 名 称

保有総額
（千円）
（注2）

対総資産
比率（％）
（注3）

中心
市街地

オフィス
ビル

東京圏 Office A-1
Office A-2
Office A-3
Office A-4
Office A-5
Office A-6
Office A-7
Office A-8
Office A-9
Office A-10
Office A-11
Office A-12
Office A-13
Office A-14
Office A-15
Office A-16
Office A-17
Office A-18
Office A-19
Office A-20
Office A-21
Office A-22
Office A-23
Office A-24

Office B-1
Office B-2
Office B-3

Office C-1
Office C-2

Retail A-1
Retail A-2
Retail A-3
Retail A-4
Retail A-5
Retail A-6

Retail B-1
Retail B-2

Retail C-1

日立ハイテクビルディング
後楽園新宿ビル
第一築地ビル
パシフィックスクエア月島
パシフィックシティ西新宿
パシフィックマークス横浜イースト（旧：ヨコハマツインビル）（注4）
ビジネスコート新浦安
朝日生命大森ビル
赤坂氷川ビル（旧：秀和赤坂6丁目ビル）（注4）
神南フラッグタワー
日新日本橋ビル
パシフィックマークス赤坂見附（旧：日住金赤坂ビル）（注4）
アーバンスクエア八重洲ビル
パシフィックシティ浜松町
横浜相生町ビル
パシフィックマークス新横浜（旧：新横浜ベネックスS-1）（注4）
パール飯田橋ビル
五反田メタリオンビル
岩本町163ビル（旧：秀和第三岩本町ビル）（注4）
丸石新橋ビル
TS保土ヶ谷ビル
新川Mビル
内神田セントラルビル
目白東洋ビル

スノークリスタルビル
パシフィックマークス肥後橋（旧：肥後橋TSビル）（注4）
名古屋錦第一生命ビル

パシフィックマークス札幌北一条（旧：札幌エクセレントビル）（注4）
新札幌センタービル（旧：千代田生命新札幌ビル）（注4）

心斎橋OPA本館
心斎橋OPAきれい館
パシフィーク天神
アルボーレ天神
天神吉田ビル
FLEG神宮前

モラージュ柏
ベルファ宇治

イトーヨーカドー尾張旭店

18,837,473
15,700,462
11,540,275
8,185,989
7,976,703
7,151,853
4,752,532
3,953,897
3,526,961
3,172,117
2,655,387
2,487,824
2,236,355
1,805,320
1,757,539
1,705,604
1,616,445
1,312,530
1,155,969
1,173,253
1,144,492
3,673,519
2,147,495
2,091,556

111,761,561
8,991,916
5,824,694
5,388,720
20,205,330
2,267,588
1,245,678
3,513,267

135,480,159
33,070,793
3,641,846
3,732,762
1,462,789
1,167,143
2,633,754
45,709,089
181,189,249
15,649,301
3,294,745
18,944,046
8,227,096
8,227,096
72,880,232
27,171,142
26,000,463
234,360,855

8.0
6.7
4.9
3.5
3.4
3.1
2.0
1.7
1.5
1.4
1.1
1.1
1.0
0.8
0.7
0.7
0.7
0.6
0.5
0.5
0.5
1.6
0.9
0.9
47.7
3.8
2.5
2.3
8.6
1.0
0.5
1.5
57.8
14.1
1.6
1.6
0.6
0.5
1.1
19.5
77.3
6.7
1.4
8.1
3.5
3.5
31.1
11.6
11.1
100.0

大阪圏及び
名古屋圏

その他
都市圏

中心市街地型
商業施設

Office A 小計

Office B 小計

Office C 小計

Retail A 小計

Retail B 小計

Retail C 小計

オフィスビル 小計

中心市街地　小計

商業施設　小計
都市周辺地域　小計

都市周辺型
複合商業施設

都市周辺型
単一商業施設

商業
施設

商業
施設

都市
周辺
地域

預金その他の資産
ポートフォリオ合計

（注1）本投資法人の投資方針に基づき区分しています。
（注2）「保有総額」は、平成19年2月28日時点の貸借対照表計上額（不動産等については、減価償却後の帳簿価額）を記載しています。
（注3）「対総資産比率」は、資産総額に対する当該資産の保有総額の比率を表しています。（小数点第2位を四捨五入して記載しています。）
（注4）平成19年4月1日付けで運用資産の名称変更を実施しています。

詳細は「資産運用の概況 6.決算後に生じた重要な事実（参考情報）運用資産の名称変更」をご参照ください。

本投資法人の平成19年2月28日現在における運用資産の状況は以下の通りです。
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2. 主要な保有資産

物件番号 物 件 名 称
帳簿価格
（千円）
（注2）

賃貸
可能面積
（㎡）
（注3）

賃貸面積
（㎡）
（注4）

期末稼働率
（％）
（注5）

対総賃貸事業
収入比率
（％）
（注6）

主たる用途

Retail A-1

Office A-1

Office A-2

Retail B-1

Office A-3

Office B-1

Retail C-1

Office A-4

Office A-5

Office A-6

心斎橋OPA本館

日立ハイテクビルディング

後楽園新宿ビル

モラージュ柏

第一築地ビル

スノークリスタルビル

イトーヨーカドー尾張旭店

パシフィックスクエア月島

パシフィックシティ西新宿

パシフィックマークス横浜イースト
（旧：ヨコハマツインビル）（注1）

合　計

33,070,793

18,837,473

15,700,462

15,649,301

11,540,275

8,991,916

8,227,096

8,185,989

7,976,703

7,151,853

135,331,865

27,025.42

15,781.64

11,575.22

34,552.22

5,971.45

11,028.41

54,606.34

9,336.27

6,075.76

10,997.74

186,950.47

27,025.42

15,781.64

11,575.22

34,227.73

5,971.45

10,059.80

54,606.34

9,336.27

5,940.78

10,046.09

184,570.74

100.0

100.0

100.0

99.1

100.0

91.2

100.0

100.0

97.8

91.3

98.7

10.2

6.3

6.3

12.2

4.2

5.2

3.9

4.3

4.2

4.5

61.1

商業施設

オフィスビル

オフィスビル

商業施設

オフィスビル

オフィスビル

商業施設

オフィスビル

オフィスビル

オフィスビル

（注1）平成19年4月1日付けで運用資産の名称変更を実施しています。
詳細は「資産運用の概況 6. 決算後に生じた重要な事実（参考情報）運用資産の名称変更」をご参照ください。

（注2）「帳簿価格」は、いずれも千円未満を切り捨てて表示しています。したがって、記載されている金額を足し合わせても、合計値と必ずしも一致しません。
（注3）「賃貸可能面積」欄は、個々の信託不動産又は不動産について本投資法人の取得部分における賃貸が可能な面積を記載しています。
（注4）「賃貸面積」は、賃貸可能面積のうち、実際にエンド・テナントとの間で賃貸借契約が締結され、賃貸が行われている面積を、原則として信託不動産に関しては信託受託者又

はマスターリース会社とエンド・テナント、不動産に関しては投資法人又はマスターリース会社とエンド・テナントの間の賃貸借契約書に表示されている賃貸面積を使用し
ています。
ただし、賃貸借契約時に、坪数換算で契約を締結しているものについては、当該契約面積について当該坪数を0.3025で除した数値を、小数点第3位以下を四捨五入して使用し
ています。

（注5）「期末稼働率」は、賃貸面積を賃貸可能面積で除して得られた数値を百分率で記載しており、小数点第2位以下を四捨五入して記載しています。
（注6）「対総賃貸事業収入比率」は、賃貸事業収入総額に対する当該資産の賃貸事業収入の比率を表しています。

（小数点第2位を四捨五入して記載しています。）

物件番号 物 件 名 称 所　在　地 所有形態
期末算定価格
（千円）
（注2）

Office A-1

Office A-2

Office A-3

Office A-4

Office A-5

Office A-6

Office A-7

Office A-8

Office A-9

Office A-10

Office A-11

Office A-12

Office A-13

Office A-14

Office A-15

Office A-16

Office A-17

Office A-18

Office A-19

Office A-20

Office A-21

Office A-22

Office A-23

Office A-24

Office B-1

Office B-2

Office B-3

Office C-1

Office C-2

Retail A-1

Retail A-2

Retail A-3

Retail A-4

Retail A-5

Retail A-6

Retail B-1

Retail B-2

Retail C-1

日立ハイテクビルディング

後楽園新宿ビル

第一築地ビル

パシフィックスクエア月島

パシフィックシティ西新宿

パシフィックマークス横浜イースト
（旧：ヨコハマツインビル）（注1）

ビジネスコート新浦安

朝日生命大森ビル

赤坂氷川ビル
（旧：秀和赤坂6丁目ビル）（注1）

神南フラッグタワー

日新日本橋ビル

パシフィックマークス赤坂見附
（旧：日住金赤坂ビル）（注1）

アーバンスクエア八重洲ビル

パシフィックシティ浜松町

横浜相生町ビル

パシフィックマークス新横浜
（旧：新横浜ベネックスS-1）（注1）

パール飯田橋ビル

五反田メタリオンビル

岩本町163ビル
（旧：秀和第三岩本町ビル）（注1）

丸石新橋ビル

TS保土ヶ谷ビル

新川Mビル

内神田セントラルビル

目白東洋ビル

スノークリスタルビル

パシフィックマークス肥後橋
（旧：肥後橋TSビル）（注1）

名古屋錦第一生命ビル

パシフィックマークス札幌北一条
（旧：札幌エクセレントビル）（注1）

新札幌センタービル
（旧：千代田生命新札幌ビル）（注1）

心斎橋OPA本館

心斎橋OPAきれい館

パシフィーク天神

アルボーレ天神

天神吉田ビル

FLEG神宮前

モラージュ柏

ベルファ宇治

イトーヨーカドー尾張旭店

東京都港区西新橋一丁目24番14号

東京都新宿区西新宿四丁目15番7号

東京都中央区入船三丁目3番8号

東京都中央区月島一丁目15番7号

東京都新宿区西新宿三丁目2番7号

神奈川県横浜市神奈川区栄町3番地4

千葉県浦安市美浜一丁目9番2号

東京都大田区大森北一丁目1番10号

東京都港区赤坂六丁目18番3号

東京都渋谷区神南一丁目6番3号

東京都中央区日本橋富沢町10番18号

東京都港区赤坂三丁目20番6号

東京都中央区八重洲二丁目4番13号

東京都港区浜松町一丁目10番11号

神奈川県横浜市中区相生町六丁目104番地2

神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目18番地20

東京都千代田区飯田橋四丁目5番11号

東京都品川区東五反田五丁目21番15号

東京都千代田区岩本町一丁目6番3号

東京都港区新橋五丁目7番12号

神奈川県横浜市保土ヶ谷区岩井町15番地3

東京都中央区新川一丁目5番17号

東京都千代田区内神田二丁目12番6号

東京都豊島区目白三丁目14番3号

大阪府大阪市北区梅田二丁目6番13号

大阪府大阪市西区江戸堀一丁目10番8号

愛知県名古屋市中区錦一丁目6番5号

北海道札幌市中央区北一条西七丁目4番地4

北海道札幌市厚別区厚別中央一条六丁目2番15号

大阪府大阪市中央区西心斎橋一丁目4番3号

大阪府大阪市中央区西心斎橋一丁目9番2号

福岡県福岡市中央区天神二丁目4番11号

福岡県福岡市中央区天神二丁目6番24号

福岡県福岡市中央区大名二丁目1番53号

東京都渋谷区神宮前五丁目27番7号

千葉県柏市大山台二丁目3番地1

京都府宇治市槙島町清水48番地

愛知県尾張旭市南原山町石原116番地4

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産

不動産

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産

不動産

17,200,000

15,380,000

11,200,000

9,090,000

9,040,000

8,060,000

5,890,000

4,030,000

3,420,000

3,130,000

2,570,000

2,690,000

2,580,000

1,890,000

1,730,000

1,930,000

1,790,000

1,730,000

1,180,000

1,230,000

1,180,000

3,740,000

2,350,000

2,200,000

10,100,000

6,012,000

5,240,000

2,400,000

1,250,000

31,900,000

3,500,000

4,280,000

1,320,000

1,180,000

2,530,000

14,100,000

3,360,000

8,000,000

210,402,000合　　　計

平成19年2月28日現在、本投資法人の保有資産の明細は以下の通りです。

（注1）平成19年4月1日付けで運用資産の名称変更を実施しています。
詳細は「資産運用の概況 6.決算後に生じた重要な事実（参考情報）運用資産の名称変更」をご参照ください。

（注2）金額については、いずれも千円未満を切り捨てて表示しています。したがって、記載されている金額を足し合わせても、合計値と必ずしも一致しません。

3. 不動産等組入資産明細
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（注1）平成19年4月1日付けで運用資産の名称変更を実施しています。
詳細は「資産運用の概況 6.決算後に生じた重要な事実（参考情報）運用資産の名称変更」をご参照ください。

（注2）「テナント総数」欄には、マスターリース契約が締結されている場合「1」、マスターリース契約が締結されていない場合「－」とし、平成19年2月28日現在における、物件毎
のエンド・テナントの数を括弧内に記載しています。また、1テナントが複数の貸室を賃借している場合には、1テナントとして記載しています。

（注3）「賃貸事業収入期間中」は、各不動産等の当期の不動産賃貸事業収入を記載し、千円未満を切り捨てています。
（注4）「対総賃貸事業収入比率」は、各物件の賃貸事業収入の、ポートフォリオ全体の賃貸事業収入に対する割合を、小数点第2位を四捨五入して記載しています。
（注5）本投資法人の実質的な運用開始は平成19年9月26日からであり、第1期は資産を取得していません。

物件番号 物 件 名 称

第2期（平成18年9月1日～平成19年2月28日）

テナント総数
期末時点
（注2）

稼働率
期末時点
（％）

賃貸事業収入
期間中（千円）
（注3）

対総賃貸事業
収入比率

（％）（注4）

Office A-1

Office A-2

Office A-3

Office A-4

Office A-5

Office A-6

Office A-7

Office A-8

Office A-9

Office A-10

Office A-11

Office A-12

Office A-13

Office A-14

Office A-15

Office A-16

Office A-17

Office A-18

Office A-19

Office A-20

Office A-21

Office A-22

Office A-23

Office A-24

Office B-1

Office B-2

Office B-3

Office C-1

Office C-2

Retail A-1

Retail A-2

Retail A-3

Retail A-4

Retail A-5

Retail A-6

Retail B-1

Retail B-2

Retail C-1

合　　計

日立ハイテクビルディング

後楽園新宿ビル

第一築地ビル

パシフィックスクエア月島

パシフィックシティ西新宿

パシフィックマークス横浜イースト
（旧：ヨコハマツインビル）（注1）

ビジネスコート新浦安

朝日生命大森ビル

赤坂氷川ビル
（旧：秀和赤坂6丁目ビル）（注1）

神南フラッグタワー

日新日本橋ビル

パシフィックマークス赤坂見附
（旧：日住金赤坂ビル）（注1）

アーバンスクエア八重洲ビル

パシフィックシティ浜松町

横浜相生町ビル

パシフィックマークス新横浜
（旧：新横浜ベネックスS-1）（注1）

パール飯田橋ビル

五反田メタリオンビル

岩本町163ビル
（旧：秀和第三岩本町ビル）（注1）

丸石新橋ビル

TS保土ヶ谷ビル

新川Mビル

内神田セントラルビル

目白東洋ビル

スノークリスタルビル

パシフィックマークス肥後橋
（旧：肥後橋TSビル）（注1）

名古屋錦第一生命ビル

パシフィックマークス札幌北一条
（旧：札幌エクセレントビル）（注1）

新札幌センタービル
（旧：千代田生命新札幌ビル）（注1）

心斎橋OPA本館

心斎橋OPAきれい館

パシフィーク天神

アルボーレ天神

天神吉田ビル

FLEG神宮前

モラージュ柏

ベルファ宇治

イトーヨーカドー尾張旭店

― （2）

1（12）

1 （1）

― （4）

1（18）

1（13）

1 （6）

1 （9）

1 （1）

1 （1）

1 （7）

― （7）

1（10）

1 （7）

1（12）

1（10）

1 （7）

1（10）

1 （4）

1 （6）

1（10）

1 （8）

1 （9）

1 （3）

1（29）

1（15）

1（12）

1（11）

1（17）

1 （1）

1 （1）

1（12）

― （4）

1 （4）

― （1）

1（81）

1（33）

― （1）

（399）

100.0

100.0

100.0

100.0

97.8

91.3

81.5

79.2

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

95.2

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

95.6

91.7

100.0

100.0

91.2

69.9

94.0

95.6

92.9

100.0

100.0

87.1

67.5

77.0

100.0

99.1

95.9

100.0

96.4

353,947

353,663

238,056

240,438

233,375

250,447

195,468

120,824

89,420

71,866

65,652

65,765

72,663

52,853

62,970

69,827

58,190

52,831

42,775

33,975

35,100

46,958

45,555

27,602

289,547

176,811

136,175

89,323

53,911

570,990

75,578

104,817

30,676

33,652

31,045

685,241

240,490

218,023

5,616,518

6.3

6.3

4.2

4.3

4.2

4.5

3.5

2.2

1.6

1.3

1.2

1.2

1.3

0.9

1.1

1.2

1.0

0.9

0.8

0.6

0.6

0.8

0.8

0.5

5.2

3.1

2.4

1.6

1.0

10.2

1.3

1.9

0.5

0.6

0.6

12.2

4.3

3.9

100.0

4. 特定取引の契約額等及び時価の状況表

区　　分 種　　類 契約額等
うち 1 年超

時　　価

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

市場取引以外の取引

金利キャップ取引

金利キャップ取引

金利キャップ取引

金利キャップ取引

金利キャップ取引

金利キャップ取引

金利キャップ取引

30,000,000

8,000,000

11,500,000

5,500,000

1,500,000

2,000,000

2,200,000

60,700,000

30,000,000

8,000,000

11,500,000

5,500,000

1,500,000

2,000,000

2,200,000

60,700,000

138,717

40,712

16,929

6,877

7,228

10,178

10,140

230,783合　　計

平成19年2月28日現在、本投資法人における特定取引の契約額及び時価の状況は以下の通りです。

5. その他資産の状況

平成19年2月28日現在、その他の本投資法人が主たる投資対象とする主な特定資産の組入れはありません。

特定取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 （単位：千円）

■ 保 有 不 動 産 の 資 本 的 支 出

1. 資本的支出の予定

平成19年2月28日現在保有する不動産等において、現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定額のうち、主

要なものは以下の通りです。なお、下記の工事予定金額には、会計上の費用に区分経理される部分が含まれています。

物件番号
不動産の名称
（所在地）

目　的 実施予定期間
総　額

工事予定金額（百万円）

当期支払額 既支払額

Office
A-1

Office
A-2

Office
A-4

Office
A-6

Office
B-1

日立ハイテクビルディング
（東京都港区）

後楽園新宿ビル
（東京都新宿区）

パシフィックスクエア月島
（東京都中央区）

パシフィックマークス横浜イースト（注）
（神奈川県横浜市）

スノークリスタルビル
（大阪府大阪市）

個別空調化

共用部リニューアル

給湯管更新

共用部リニューアル

外壁改修

積算メーター更新

自　平成19年3月
至　平成19年8月

自　平成19年8月
至　平成19年8月

自　平成19年6月
至　平成19年7月

自　平成19年3月
至　平成19年4月

自　平成19年7月
至　平成19年8月

自　平成19年5月
至　平成19年5月

185

30

10

35

24

11

－

－

10

35

－

11

－

－

－

－

－

－

（注）平成19年4月1日付けで運用資産の名称変更を実施しています。
詳細は「資産運用の概況 6.決算後に生じた重要な事実（参考情報）運用資産の名称変更」をご参照ください。
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2. 期中の資本的支出

平成19年2月28日現在保有する不動産等において、当期中に本投資法人が支出した資本的支出に該当する工事は、以下の

通りです。

物件番号
不動産の名称
（所在地）

目　的 実施期間 工事支出金額（千円）

Office
A-7

Office
B-2

Retail
A-1

ビジネスコート新浦安
（千葉県浦安市）

パシフィックマークス肥後橋
（旧：肥後橋TSビル）（注）
（大阪府大阪市）

心斎橋OPA本館
（大阪府大阪市）

その他の資本的支出

合　　計

1F分割工事
自　平成18年11月
至　平成18年11月

11,189

OAフロア敷設工事
自　平成19年 2 月
至　平成19年 2 月

12,900

北壁面看板改修工事
自　平成19年 2 月
至　平成19年 2 月

23,462

51,326

98,878

3. 長期修繕計画のために積み立てた金銭

営業期間

第1期

自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

第2期

前期末積立金残高

当期積立額

当期積立取崩額

次期繰越額

－

－

－

－

－

105,962

－

105,962

（単位：千円）

（注）平成19年4月1日付けで運用資産の名称変更を実施しています。
詳細は「資産運用の概況 6.決算後に生じた重要な事実（参考情報）運用資産の名称変更」をご参照ください。

■ 費 用 ・ 負 債 の 状 況

1. 運用等に係る費用明細

項　　目

第1期

自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

第2期

（ａ）資産運用報酬（注1）

（ｂ）資産保管報酬

（ｃ）一般事務受託報酬

（ｄ）役員報酬

（ｅ）支払報酬（注2）

（ｆ）会計監査人報酬（注3）

（ｇ）その他費用（投資法人の運営に係る費用）

合　　計

－

1,064

3,325

2,500

2,173

－

568

9,632

67,489

11,505

39,627

3,000

33,737

5,600

40,587

201,547

（単位：千円）

（注1）資産運用報酬には、上記記載の金額に加えて、個々の不動産等の取得原価に算入された物件取得に係る取得報酬分として、第2期に1,830,274千円があります。
（注2）上記に加えて、創業費に算入した弁護士報酬として第1期に5,000千円、個々の不動産等の取得原価に算入された、物件取得に係る弁護士報酬として第2期に57,696千円があり

ます。
（注3）上記に加えて、新投資口発行費として費用計上した会計監査人に対する支払額として第2期に20,150千円があります。

平成19年2月28日現在における、金融機関毎の借入金の状況は、以下の通りです。

2. 借入状況

区　　分
借入日

第1期末
残高

第2期末
残高

平均利率
（注）

返済期限 返済方法 使　途 摘要
借入名 銀 行 名

短
期
借
入
金

長
期
借
入
金

ターム
ローンA

株式会社あおぞら銀行

株式会社みずほコーポレート銀行

株式会社新生銀行

株式会社三菱東京UFJ銀行

三菱UFJ信託銀行株式会社

住友信託銀行株式会社

平成18年
9月27日

平成18年
9月27日

平成18年
9月27日

平成18年
11月29日

平成18年
12月22日

平成19年
9月27日

平成20年
9月27日

平成21年
9月27日

平成21年
9月27日

平成21年
9月27日

期限
一括

期限
一括

期限
一括

期限
一括

期限
一括

不動産信託受益権
及び不動産の取得
資金並びに関連す
る諸費用

不動産信託受益権
及び不動産の取得
資金並びに関連す
る諸費用

不動産信託受益権
及び不動産の取得
資金並びに関連す
る諸費用

不動産信託受益権
及び不動産の取得
資金並びに関連す
る諸費用

不動産信託受益権
及び不動産の取得
資金並びに関連す
る諸費用

無担保
無保証

無担保
無保証

無担保
無保証

無担保
無保証

無担保
無保証

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

0.84％

0.92％

0.97％

0.93％

0.97％

4,000,000

5,000,000

5,000,000

10,000,000

10,000,000

2,000,000

36,000,000

9,000,000

4,000,000

3,000,000

1,000,000

9,000,000

4,000,000

2,000,000

5,000,000

4,000,000

3,000,000

1,000,000

10,000,000

3,500,000

2,200,000

60,700,000

96,700,000

短期借入金小計

長期借入金小計

合　　　計

株式会社三井住友銀行

株式会社あおぞら銀行

住友信託銀行株式会社

株式会社七十七銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社あおぞら銀行

株式会社みずほコーポレート銀行

株式会社新生銀行

住友信託銀行株式会社

株式会社りそな銀行

三井住友海上火災保険株式会社

農林中央金庫

中央三井信託銀行株式会社

中央三井信託銀行株式会社

ターム
ローンB

ターム
ローンC

ターム
ローンD

ターム
ローンE

（単位：千円）

（注）「平均利率」は借入先銀行毎の借入利率を、小数点第2位未満を四捨五入して表示しています。

3. 投資法人債の発行状況

平成19年2月28日現在における、投資法人債の発行はありません。

なお、平成19年2月28日以降の投資法人債の発行状況については、「資産運用の概況　6. 決算後に生じた重要な事

実　（3）投資法人債の発行」をご参照ください。
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■期中 の 売 買 状 況

1. 不動産及び資産対応証券等の売買状況

物件番号 物件名称

取　　得 譲　　渡

取得年月日
取得価額

（注2）（注3）
（千円）

譲渡
年月日

譲渡価額
（注2）
（千円）

帳簿価額
（注2）
（千円）

売却損益
（注2）
（千円）

Office A-1
Office A-2
Office A-3
Office A-4
Office A-5

Office A-6

Office A-7
Office A-8

Office A-9

Office A-10
Office A-11

Office A-12

Office A-13
Office A-14
Office A-15

Office A-16

Office A-17
Office A-18

Office A-19

Office A-20
Office A-21
Office A-22
Office A-23
Office A-24
Office B-1

Office B-2

Office B-3

Office C-1

Office C-2

Retail A-1
Retail A-2
Retail A-3
Retail A-4
Retail A-5
Retail A-6
Retail B-1
Retail B-2
Retail C-1

日立ハイテクビルディング
後楽園新宿ビル
第一築地ビル
パシフィックスクエア月島
パシフィックシティ西新宿
パシフィックマークス横浜イースト
（旧：ヨコハマツインビル）（注1）
ビジネスコート新浦安
朝日生命大森ビル
赤坂氷川ビル
（旧：秀和赤坂6丁目ビル）（注1）
神南フラッグタワー
日新日本橋ビル
パシフィックマークス赤坂見附
（旧：日住金赤坂ビル）（注1）
アーバンスクエア八重洲ビル
パシフィックシティ浜松町
横浜相生町ビル
パシフィックマークス新横浜
（旧：新横浜ベネックスS-1）（注1）
パール飯田橋ビル
五反田メタリオンビル
岩本町163ビル
（旧：秀和第三岩本町ビル）（注1）
丸石新橋ビル
TS保土ヶ谷ビル
新川Mビル
内神田セントラルビル
目白東洋ビル
スノークリスタルビル
パシフィックマークス肥後橋
（旧：肥後橋TSビル）（注1）
名古屋錦第一生命ビル
パシフィックマークス札幌北一条
（旧：札幌エクセレントビル）（注1）
新札幌センタービル
（旧：千代田生命新札幌ビル）（注1）
心斎橋OPA本館
心斎橋OPAきれい館
パシフィーク天神
アルボーレ天神
天神吉田ビル
FLEG神宮前
モラージュ柏
ベルファ宇治
イトーヨーカドー尾張旭店

平成18年 9 月28日
平成18年 9 月26日
平成18年 9 月26日
平成18年 9 月28日
平成18年 9 月28日

平成18年 9 月27日

平成18年 9 月27日
平成18年 9 月28日

平成18年 9 月26日

平成18年 9 月27日
平成18年 9 月26日

平成18年 9 月28日

平成18年 9 月28日
平成18年 9 月28日
平成18年 9 月27日

平成18年 9 月27日

平成18年 9 月27日
平成18年 9 月27日

平成18年 9 月26日

平成18年 9 月27日
平成18年 9 月27日
平成18年11月29日
平成18年11月29日
平成18年12月22日
平成18年 9 月27日

平成18年 9 月26日

平成18年 9 月26日

平成18年 9 月27日

平成18年 9 月27日

平成18年 9 月26日
平成18年 9 月26日
平成18年 9 月28日
平成18年 9 月28日
平成18年 9 月27日
平成18年11月16日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月27日

18,100,000
15,100,000
11,100,000
8,080,000
7,680,000

7,110,000

4,700,000
3,920,000

3,385,000

3,050,000
2,550,000

2,450,000

2,200,000
1,730,000
1,710,000

1,700,000

1,600,000
1,300,000

1,130,000

1,120,000
1,100,000
3,540,000
2,060,000
2,008,000
8,950,000

5,573,000

5,180,000

2,250,000

1,225,000

31,800,000
3,500,000
3,700,000
1,440,000
1,120,000
2,525,000
15,100,000
3,200,000
7,850,000

201,836,000

－
－
－
－
－

－

－
－

－

－
－

－

－
－
－

－

－
－

－

－
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－

－

－
－

－

－
－

－

－
－
－

－

－
－

－

－
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－

－

－
－

－

－
－

－

－
－
－

－

－
－

－

－
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－

－

－
－

－

－
－

－

－
－
－

－

－
－

－

－
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－合　　計

（注1）平成19年4月1日付けで運用資産の名称変更を実施しています。
詳細は「資産運用の概況 6.決算後に生じた重要な事実（参考情報）運用資産の名称変更」をご参照ください。

（注2）金額については、いずれも千円未満を切り捨てて表示しています。したがって、記載されている金額を足し合わせても、合計値と必ずしも一致しません。
（注3）「取得価額」は、当該不動産等に要した諸費用（媒介手数料、公租公課等）を含まない、売買契約書等に記載された売買価格を記載しています。

2. その他の資産の売買状況等

上記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他資産は、概ね銀行預金及び信託財産内の信託預金です。

3. 特定資産の価格等の調査

資産の種類 物件番号 物 件 名 称 取得年月日
取得価額

（注2）（注3）
（千円）

調査価格
（注2）
（千円）

信託不動産
信託不動産
信託不動産
不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
不動産
不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
不動産
信託不動産
信託不動産
信託不動産
不動産
不動産

合　　　計

合　　　計

Office A-1
Office A-2
Office A-3
Office A-4
Office A-5
Office A-6
Office A-7
Office A-8
Office A-9
Office A-10
Office A-11
Office A-12
Office A-13
Office A-14
Office A-15
Office A-16
Office A-17
Office A-18
Office A-19
Office A-20
Office A-21
Office A-22
Office A-23
Office A-24
Office B-1
Office B-2
Office B-3
Office C-1
Office C-2
Retail A-1
Retail A-2
Retail A-3
Retail A-4
Retail A-5
Retail A-6
Retail B-1
Retail B-2
Retail C-1

日立ハイテクビルディング
後楽園新宿ビル
第一築地ビル
パシフィックスクエア月島
パシフィックシティ西新宿
パシフィックマークス横浜イースト（旧：ヨコハマツインビル）（注1）
ビジネスコート新浦安
朝日生命大森ビル
赤坂氷川ビル（旧：秀和赤坂6丁目ビル）（注1）
神南フラッグタワー
日新日本橋ビル
パシフィックマークス赤坂見附（旧：日住金赤坂ビル）（注1）
アーバンスクエア八重洲ビル
パシフィックシティ浜松町
横浜相生町ビル
パシフィックマークス新横浜（旧：新横浜ベネックスS-1）（注1）
パール飯田橋ビル
五反田メタリオンビル
岩本町163ビル（旧：秀和第三岩本町ビル）（注1）
丸石新橋ビル
TS保土ヶ谷ビル
新川Mビル
内神田セントラルビル
目白東洋ビル
スノークリスタルビル
パシフィックマークス肥後橋（旧：肥後橋TSビル）（注1）
名古屋錦第一生命ビル
パシフィックマークス札幌北一条（旧：札幌エクセレントビル）（注1）
新札幌センタービル（旧：千代田生命新札幌ビル）（注1）
心斎橋OPA本館
心斎橋OPAきれい館
パシフィーク天神
アルボーレ天神
天神吉田ビル
FLEG神宮前
モラージュ柏
ベルファ宇治
イトーヨーカドー尾張旭店

平成18年 9 月28日
平成18年 9 月26日
平成18年 9 月26日
平成18年 9 月28日
平成18年 9 月28日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月28日
平成18年 9 月26日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月26日
平成18年 9 月28日
平成18年 9 月28日
平成18年 9 月28日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月26日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月27日
平成18年11月29日
平成18年11月29日
平成18年12月22日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月26日
平成18年 9 月26日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月26日
平成18年 9 月26日
平成18年 9 月28日
平成18年 9 月28日
平成18年 9 月27日
平成18年11月16日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月27日
平成18年 9 月27日

18,100,000
15,100,000
11,100,000
8,080,000
7,680,000
7,110,000
4,700,000
3,920,000
3,385,000
3,050,000
2,550,000
2,450,000
2,200,000
1,730,000
1,710,000
1,700,000
1,600,000
1,300,000
1,130,000
1,120,000
1,100,000
3,540,000
2,060,000
2,008,000
8,950,000
5,573,000
5,180,000
2,250,000
1,225,000
31,800,000
3,500,000
3,700,000
1,440,000
1,120,000
2,525,000
15,100,000
3,200,000
7,850,000

201,836,000

17,200,000
15,100,000
11,100,000
8,360,000
7,680,000
7,340,000
5,180,000
3,920,000
3,385,000
3,100,000
2,550,000
2,670,000
2,220,000
1,730,000
1,720,000
1,870,000
1,690,000
1,430,000
1,130,000
1,140,000
1,180,000
3,710,000
2,230,000
2,200,000
9,490,000
5,573,000
5,182,000
2,400,000
1,250,000
31,900,000
3,500,000
4,100,000
1,500,000
1,180,000
2,530,000
15,100,000
3,360,000
8,000,000

204,900,000
（注1）平成19年4月1日付けで運用資産の名称変更を実施しています。

詳細は「資産運用の概況 6.決算後に生じた重要な事実（参考情報）運用資産の名称変更」をご参照ください。
（注2）金額については、いずれも千円未満を切り捨てて表示しています。したがって、記載されている金額を足し合わせても、合計値と必ずしも一致しません。
（注3）「取得価額」は、当該不動産等に要した諸費用（媒介手数料、公租公課等）を含まない、売買契約書等に記載された売買価格を記載しています。
（注4）上記の特定資産の価格等の調査は、資産の取得時にあずさ監査法人が、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第23号「投資法人及び投資信託における特定資産の価格等

の調査」に基づき行っており、本投資法人では、資産運用会社より当該調査の調査報告書の写しを受領しています。

（注1）金額については、いずれも千円未満を切り捨てて表示しています。
（注2）上記の特定資産の価格等の調査は、資産の取得時に公認会計士熊谷均が、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第23号「投資法人及び投資信託における特定資産の価格

等の調査」に基づき行っており、本投資法人では、資産運用会社より当該調査の調査報告書の写しを受領しています。

資産の種類 取引年月日 取引の相手方 権利行使レート
プレミアム支払額
（千円）

調査価格
（千円）

金利キャップ取引
金利キャップ取引
金利キャップ取引
金利キャップ取引
金利キャップ取引
金利キャップ取引
金利キャップ取引

平成18年11月14日
平成18年11月28日
平成18年12月 7 日
平成18年12月 7 日
平成18年12月 7 日
平成18年12月 7 日
平成19年 1 月18日

住友信託銀行株式会社
株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社あおぞら銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社三菱東京UFJ銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社

1.05％
1.05％
0.95％
0.95％
1.05％
1.05％
1.05％

291,000
77,600
50,025
23,925
14,550
19,400
16,060
492,560

283,435
68,863
42,101
20,135
14,174
18,898
13,957
461,567
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4. 利害関係人等及び主要株主との取引状況

区　　分

総額（第2期）

売 買 金 額 等

買 付 額 等

うち利害関係人等及び主要株主からの買付額 うち利害関係人等及び主要株主への売付額

売 付 額 等

利害関係人等との取引状況の内訳

有限会社モーニング・グローリー・アセット

有限会社ファイン・ビルディング・コーポレーション

有限会社モラージュ柏インベストメント

有限会社ファイン・ビュー・コーポレーション

有限会社パシフィック・グロース・リアルティ

有限会社スカイ・ライン

有限会社アンドロメダ・エンティティ

有限会社パシフィック・コマーシャル・リアルティ

有限会社パシフィック・プロパティーズ・インベストメント

有限会社サファイア・ライン

94,043,000 （46.5％）

20,340,000 （10.0％）

18,910,000 （9.3％）

15,100,000 （7.4％）

13,330,000 （6.6％）

12,730,000 （6.3％）

4,068,000 （2.0％）

3,700,000 （1.8％）

3,200,000 （1.5％）

1,440,000 （0.7％）

1,225,000 （0.6％）

201,836,000

－ （－％）

－ （－％）

－ （－％）

－ （－％）

－ （－％）

－ （－％）

－ （－％）

－ （－％）

－ （－％）

－ （－％）

－ （－％）

－

（1）取引状況

5. 資産の運用を行う委託業者が営む兼業業務に係る当該業務委託業者との間の取引の状況等

本投資法人の資産運用会社（パシフィック・コマーシャル・インベストメント株式会社）は、証券業、宅地建物取引業、

または不動産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず、該当事項はありません。

（単位：千円）

区　　分
支払手数料総額
（A）（千円）

利害関係人等及び主要株主との取引状況の内訳（注1） 総額に対する割合
（B）／（A）（注3）支 払 先 支払金額（B）（千円）

信託受益権売買媒介手数料（注2）

業務委託費用

4,372,546

33,548

パシフィックマネジメント株式会社

日本コマーシャルプロパティーズ株式会社

4,153,830

719

94.9％

2.1％

（2）支払手数料等の金額

（注）投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成12年政令第480号、その後の改正を含む。）第20条に定める本投資法人と資産運用委託契約を締結している投資信託委託業者の
利害関係人等及び同法第9条第3項に定義される投資信託委託業者の主要株主のうち、当期に取引のあった者は、有限会社パシフィック・グロース・リアルティ、有限会社スカ
イ・ライン、有限会社パシフィック・コマーシャル・リアルティ、及び有限会社パシフィック・プロパテイーズ・インベストメントです。

（注1）投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成12年政令第480号、その後の改正を含む。）第20条に定める本投資法人と資産運用委託契約を締結している投資信託委託業者
の利害関係人等及び同法第9条第3項に定義される投資信託委託業者の主要株主のうち、当期に取引のあった者は、パシフィックマネジメント株式会社です。

（注2）物件の取得に当たり支払った信託受益権売買媒介手数料については、当該信託不動産の取得原価に算入しています。
（注3）小数点第1位未満を切り捨てて表示しています。

■ 経 理 の 状 況

1. 資産、負債、元本及び損益の状況等

後記「貸借対照表」「損益計算書」「投資主資本等変動計算書」「注記表」及び「金銭の分配に係る計算書」をご覧くださ

い。

2. 減価償却額の算定方法の変更

該当事項はありません。

■ そ の 他

1. 金額及び比率の端数処理

本書では、特に記載のない限り、記載未満の端数については、金額は切り捨て、比率は四捨五入により記載をしています。

2. 投資法人役員会の開催状況

当期において、本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結・変更等のうち、主な概要は以下の通りです。

3. 不動産等の評価方法の変更

該当事項はありません。

役員会開催日 承認・決議事項 承認・決議された事項の概要

平成18年 9 月 1 日 監査契約書変更覚書の締結
会計監査人であるあずさ監査法人と、平成18年7月20日付監査契約書に
おいて定めのなかった報酬額の決定並びに一部字句の修正を行いまし
た。

平成18年 9 月19日 新投資口買取引受契約の締結

平成18年8月21日開催の役員会において承認された新投資口の発行につ
いて、国内の引受については大和証券エスエムビーシー株式会社並びに
モルガン・スタンレー証券株式会社ほか3社（注）と、国外の引受につ
いてはモルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナ
ル・リミテッド（Morgan stanley & Co. International Limited）並びにダ
イワ・セキュリティーズ・エスエムビーシー・ヨーロッパ・リミテッド
（Daiwa Securities SMBC Europe limited）とそれぞれ新投資口引受契約
の締結を決定致しました。

平成18年11月14日 資産運用委託契約に係る合意書の締結

資産運用会社であるパシフィック・コマーシャル・インベストメント株
式会社と、平成18年2月22日付資産運用委託契約書において上限料率を
設定していた報酬について、平成18年9月1日から11月30日までの報酬
額（運用報酬1並びに取得報酬）に関する合意書の締結を決定致しました。

平成18年11月28日 監査契約の締結 会計監査人であるあずさ監査法人と、第2期（平成19年2月期）を対象
とする監査契約の締結を決定致しました。

平成18年11月28日 資産運用委託契約に係る合意書の締結
資産運用会社であるパシフィック・コマーシャル・インベストメント株
式会社と、平成18年12月1日から平成19年2月28日までの報酬額（運用
報酬1）に関する合意書締結を決定致しました。

平成19年 2 月23日
会計事務等に関する業務委託契約の
一部変更覚書の締結

会計事務等に関する一般事務受託者である税理士法人平成会計社と、平
成18年2月22日付会計事務等に関する業務委託契約に定めのなかった不
動産取得税申告書の作成に係る報酬額に関する覚書の締結を決定致しま
した。

（注）三菱UFJ証券株式会社、新光証券株式会社、東海東京証券株式会社
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貸 借 対 照 表

資産の部

ø流動資産

現金及び預金

信託現金及び信託預金

営業未収入金

未収消費税等

前払費用

繰延税金資産

その他の流動資産

流動資産合計

¿固定資産

1．有形固定資産

建物 ＊1

減価償却累計額

建物附属設備 ＊1

減価償却累計額

構築物

減価償却累計額

工具器具備品

減価償却累計額

土地 ＊1

信託建物

減価償却累計額

信託建物附属設備

減価償却累計額

信託構築物

減価償却累計額

信託機械装置

減価償却累計額

信託工具器具備品

減価償却累計額

信託土地

有形固定資産合計

2．無形固定資産

借地権

その他の無形固定資産

無形固定資産合計

3．投資その他の資産

差入敷金保証金

長期前払費用

長期前払消費税等

デリバティブ資産

繰延税金資産

投資その他の資産合計

固定資産合計

¡繰延資産

創業費

繰延資産合計

資産合計

6,439,183

64,650

1,653,648

47,342

130,726

2,317

1,649

38

29,338,643

284,798

9,890,932

262,270

495,816

4,713

509,520

12,019

1,421

6

8,011,079

14,304,234

126,049

2,518,565

361,441

30

8,260

25,329,661

6,374,533

1,606,306

128,409

1,610

17,727,156

29,053,844

9,628,661

491,102

497,501

1,415

142,793,065

208,303,608

56,784

1,654

58,438

94,649

207,038

2,373

230,783

90,122

624,967

208,987,013

44,180

44,180

234,360,855

10.8

88.9

0.0

0.3

89.2

0.0

100.0

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

76,227

－

－

－

－

6,383

3,781

86,392

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

10,000

－

2,655

－

－

12,655

12,655

49,820

49,820

148,868

58.0

－

－

8.5

8.5

33.5

100.0

期　　別

科　　目

当　期
平成19年2月28日現在

前　期（ご参考）
平成18年8月31日現在

金　　　額（千円） 構成比（％） 金　　　額（千円） 構成比（％）

負債の部

ø流動負債

営業未払金

短期借入金

未払金

未払費用

未払法人税等

前受金

預り金

その他の流動負債

流動負債合計

¿固定負債

長期借入金

預り敷金保証金 ＊1

信託預り敷金保証金

固定負債合計

負債合計

純資産の部

ø投資主資本

1．出資総額

2．剰余金

当期未処分利益
又は当期未処理損失（△）

投資主資本合計

¿評価・換算差額等

1．繰延ヘッジ損益

評価・換算差額等合計

純資産合計

負債・純資産合計

257,154

36,000,000

136,263

273,184

233

1,007,804

14,102

395,047

38,083,791

60,700,000

5,642,694

10,859,662

77,202,357

115,286,148

116,753,060

2,460,319

119,213,379

△138,672

△138,672

119,074,707

234,360,855

16.3

32.9

49.2

50.9

△0.1

50.8

100.0

－

－

－

57,673

90

－

1,018

－

58,781

－

－

－

－

58,781

100,000

△9,912

90,087

－

－

90,087

148,868

39.5

－

39.5

60.5

－

60.5

100.0

期　　別

科　　目

当　期
平成19年2月28日現在

前　期（ご参考）
平成18年8月31日現在

金　　　額（千円） 構成比（％） 金　　　額（千円） 構成比（％）



50 51

損 益 計 算 書 投 資 主 資 本 等 変 動 計 算 書

1．営業収益

賃貸事業収入 ＊1

その他賃貸事業収入 ＊1

2．営業費用

賃貸事業費用 ＊1

資産運用報酬

資産保管委託報酬

一般事務委託報酬

役員報酬

会計監査人報酬

支払報酬

その他費用

営業利益金額
又は営業損失金額（△）

3．営業外収益

受取利息

その他営業外収益

4．営業外費用

支払利息

借入手数料

創業費償却

新投資口発行費

新投資口公開関連費用

その他営業外費用

経常利益金額
又は経常損失金額（△）

税引前当期純利益金額
又は税引前当期純損失金額（△）

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益金額
又は当期純損失金額（△）

前期繰越損失

当期未処分利益
又は当期未処理損失（△）

5,480,075

136,443

1,852,128

67,489

11,505

39,627

3,000

5,600

33,737

40,587

10,775

3

362,856

187,465

5,640

398,534

108,346

32,981

1,210

6,353

5,616,518

2,053,676

3,562,842

10,778

1,095,825

2,477,795

2,477,795

7,563

2,470,232

9,912

2,460,319

100.0

36.6

63.4

0.1

19.5

44.1

44.1

0.1

44.0

－

－

－

－

1,064

3,325

2,500

－

2,173

568

6

－

－

－

6,580

－

－

－

90

△6,383

－

9,632

△9,632

6

6,580

△16,205

△16,205

△6,293

△9,912

－

△9,912

－

－

－

－

－

－

－

－

－

期　　別

科　　目

当　期
自 平成18年9月 1 日
至 平成19年2月28日

前　期（ご参考）
自 平成18年2月22日
至 平成18年8月31日

金　　　額（千円） 百分比（％） 金　　　額（千円） 百分比（％）

（単位：千円）当期（自　平成18年9月1日　　至　平成19年2月28日）

前期末残高

当期変動額

新投資口の発行

当期純利益金額

繰延ヘッジ損益

当期変動額合計

当期末残高 ＊1

100,000

116,653,060

－

－

116,653,060

116,753,060

△9,912

－

2,470,232

－

2,470,232

2,460,319

90,087

116,653,060

2,470,232

－

119,123,292

119,213,379

－

－

－

△138,672

△138,672

△138,672

90,087

116,653,060

2,470,232

△138,672

118,984,619

119,074,707

投資主資本

出資総額
剰余金

投資主資本合計 繰延ヘッジ損益当期未処分利益又は
当期未処理損失（△）

評価・換算差額等

純資産合計

（単位：千円）前期（自　平成18年2月22日　　至　平成18年8月31日）（ご参考）

前期末残高

当期変動額

新投資口の発行

当期純損失金額（△）

当期変動額合計

当期末残高 ＊1

－

100,000

－

100,000

100,000

－

－

△9,912

△9,912

△9,912

－

100,000

△9,912

90,087

90,087

－

100,000

△9,912

90,087

90,087

－

－

－

－

－

投資主資本

出資総額
剰余金

投資主資本合計 繰延ヘッジ損益
当期未処理損失

評価・換算差額等

純資産合計
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注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

期 別

項 目

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期（ご参考）
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

1.  固定資産の減価
償却の方法

有形固定資産（信託財産を含む）
定額法を採用しております。なお、主たる有形固定

資産の耐用年数は以下の通りであります。
建　　　　物 22～65年
建物附属設備 2～40年
構 築 物 7～63年
機 械 装 置 5～25年
工具器具備品 3～15年
無形固定資産
定額法を採用しております。
長期前払費用
定額法を採用しております。

創業費
5年間で定額法により償却しております。

新投資口発行費
支出時に全額費用として処理しております。
なお、平成18年9月25日付払込の一般募集による新

投資口の発行は、引受証券会社が発行価額で引受を行
い、これを発行価額と異なる募集価格で一般投資家に
販売する買取引受契約（「スプレッド方式」という。）
によっております。
「スプレッド方式」では、募集価格と発行価額との

差額（4,230,940千円）は、引受証券会社の手取金で
あり、引受証券会社に対する事実上の引受手数料とな
ることから、本投資法人から引受証券会社への引受手
数料の支払いはありません。

固定資産税等の処理方法
保有する不動産にかかる固定資産税、都市計画税及

び償却資産税等については、賦課決定された税額のう
ち当該決算期間に対応する額を賃貸事業費用として費
用処理する方法を採用しております。
なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益

権の取得に伴い、精算金として譲渡人に支払った初年
度の固定資産税等相当額については、費用に計上せず
当該不動産の取得原価に算入しております。当期にお
いて不動産等の取得原価に算入した固定資産税等相当
額は272,686千円であります。

保有する不動産等を信託財産とする信託受益権につ
きましては、信託財産内の全ての資産及び負債勘定並
びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定につい
て、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上
しております。
なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要

性がある下記の科目については、貸借対照表において
区分掲記することとしております。
①信託現金及び信託預金
②信託建物、信託建物附属設備、信託構築物、信託機
械装置、信託工具器具備品、信託土地
③信託預り敷金保証金

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ
っております。
固定資産等に係る控除対象外消費税等は長期前払消

費税等に計上し、5年間で償却をしております。

――――

創業費
同左

――――

――――

――――

同左

2.  繰延資産の処理
方法

3.  収益及び費用の
計上基準

4.  不動産等を信託
財産とする信託
受益権に関する
会計処理方針

5.  消費税等の処理
方法

（貸借対照表に関する注記）

期 別
項 目

当　期
平成19年2月28日現在

前　期（ご参考）
平成18年8月31日現在

＊1.  担保に供して
いる資産及び
担保を付して
いる債務

2.  基本極度貸付契
約に係る借入未
実行残高等

3.  出資の欠損

4.  投資信託及び投
資法人に関する
法律第67条第4
項に定める最低
純資産額

本投資法人が担保に供している資産及び担保を付して
いる債務は次の通りです。
①担保に供している資産
土地 5,069,796千円
建物 2,404,707千円
建物附属設備 625,653千円
合計 8,100,158千円
②上記に対する債務
預り敷金保証金 4,257,022千円

――――

本投資法人は、取引銀行等と基本極度貸付契約を締結
しております。
基本極度貸付契約の総額 15,000,000千円
借入実行残高 ―
借入未実行残高 15,000,000千円

――――

―――― 貸借対照表の純資産額が出資総額を下回っており、そ
の差額は9,912千円です。

50,000千円 同左

（損益計算書に関する注記）

期 別

項 目

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期（ご参考）
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

＊1.  不動産賃貸事
業損益の内訳

（単位：千円）
A. 不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
（家　　　　　　賃）
（共 益 費）
（駐 車 場 使 用 料）
（施 設 使 用 料）
（その他賃貸収入）

計
その他賃貸事業収入
（一 時 収 益）
（雑 収 益）

計
不動産賃貸事業収益合計

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
（管 理 委 託 費）
（公 租 公 課）
（修 繕 費）
（保 険 料）
（諸 経 費）
（減 価 償 却 費）

不動産賃貸事業費用合計

C. 不動産賃貸事業損益（A－B）

4,174,801
767,743
202,526
36,284
298,718
5,480,075

14,657
121,786
136,443
5,616,518

462,693
171

55,030
11,208
644,868
678,157
1,852,128

3,764,389

該当事項はありません。
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注 記 表

（税効果会計に関する注記）

期 別
項 目

当　期
平成19年2月28日現在

前　期（ご参考）
平成18年8月31日現在

＊1.  繰延税金資産
及び繰延税金
負債の発生の
主な原因別内
訳

2.  法定実効税率と
税効果会計適用
後の負担率との
間に重要な差異
があるときの、
当該差異の原因
となった主要な
項目別の内訳

（単位：千円）
（繰延税金資産）
（1）流動資産

未払事業税損金不算入額
（小計）
（2）固定資産

繰延ヘッジ損益
（小計）
（繰延税金資産の純額）

法定実効税率
（調整）
支払配当の損金算入額
その他
税効果会計適用後の法人税等の負担率

30
30

90,122
90,122
90,152

（単位：千円）
（繰延税金資産）
（1）流動資産

税務上の繰越欠損金
繰延税金資産合計

（繰延税金資産の純額）

6,383
6,383
6,383

39.39％

△39.11％
0.03％
0.31％

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期（ご参考）
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

該当事項はありません。 同左 （1口当たり情報に関する注記）

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期（ご参考）
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

1口当たり純資産額 462,606円
1口当たり当期純利益金額 11,160円
なお、1口当たり当期純利益金額は、当期純利益金額を日数加

重平均投資口数で除することにより算定しております。
また、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益金額については、

潜在投資口がないため記載しておりません。

1口当たり純資産額 450,438円
1口当たり当期純損失金額 49,562円
なお、1口当たり当期純損失金額は、当期純損失金額を日数加

重平均投資口数で除することにより算定しております。
また、潜在投資口調整後1口当たり当期純損失金額については、

潜在投資口がないため記載しておりません。

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期（ご参考）
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）（千円）

普通投資主に帰属しない金額（千円）

普通投資口に係る当期純利益金額又は当期純損失金額（△）（千円）

期中平均投資口数（口）

2,470,232

－

2,470,232

221,341

△9,912

－

△9,912

200

（注）1口当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

（投資主資本等変動計算書に関する注記）

期 別

項 目

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期（ご参考）
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

＊1.  発行可能投資
口の総口数及
び発行済投資
口の総口数

発行可能投資口の総口数
発行済投資口の総口数

2,000,000口
257,400口

発行可能投資口の総口数
発行済投資口の総口数

2,000,000口
200口

当期（自　平成18年9月1日　　至　平成19年2月28日）

（関連当事者との取引に関する注記）

前期（自　平成18年2月22日　　至　平成18年8月31日）（ご参考）

（注1）上記金額は、個々の不動産等の帳簿価額に算入されております。
（注2）信託報酬額には、個々の不動産等の帳簿価額に算入した当初信託に係る信託報酬68,000千円が含まれております。
（注3）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

（注1）本投資法人の執行役員である牧野知弘が、第三者（パシフィック・コマーシャル・インベストメント株式会社）の代表者として行った取引であり、報酬額は、本投資法人の
規約で定められた条件によっております。

（注2）設立企画人報酬は、創業費に計上しております。
（注3）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

属　　性 名 称 等 住 所 主な事業の
内容又は職業

投資口
所有
割合

関係内容
役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容 取引金額
（千円） 科目

期末残高
（千円）

投資信託信託委託業者
の親会社

投資信託信託委託業者
の親会社の子会社

投資信託信託委託業者
の親会社の子会社
投資信託信託委託業者
の親会社の子会社

投資信託信託委託業者
の親会社の子会社

資産保管会社

パシフィックマネジメント
株式会社

有限会社パシフィック・
グロース・リアルティ

有限会社スカイ・ライン

有限会社パシフィック・
コマーシャル・リアルティ
有限会社パシフィック・
プロパティーズ・
インベストメント

住友信託銀行株式会社

東京都
千代田区

東京都
千代田区

東京都
千代田区
東京都
千代田区

東京都
千代田区

東京都
千代田区

不動産投資ファ
ンド事業

不動産の保有、
売買及び仲介業

不動産の保有、
売買及び仲介業
不動産の保有、
売買及び仲介業

不動産の保有、
売買及び仲介業

信託銀行業

4.8％

－

－

－

－

－

なし

なし

なし

なし

なし

なし

信託受益
権販売業

売主

売主

売主

売主

資産保管
会社

信託受益権売買
媒介手数料
不動産信託受益
権及び不動産の
購入
不動産信託受益
権の購入

不動産の購入

不動産の購入

不動産管理処分
信託受託

銀行借入金

支払利息

4,153,830

12,730,000

4,068,000

3,200,000

1,440,000

75,811

90,000,000

35,254

－

－

－

－

－

－

短期
借入金
長期
借入金
未払
費用

－

－

－

－

－

－

20,000,000

70,000,000

14,162

属　　性 会社等の名称 住 所 事業の内容
又は職業

投資口
所有
割合

関係内容
役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容 取引金額
（千円） 科目

期末残高
（千円）

支配投資主の子会社
パシフィック・コマー
シャル・インベストメ
ント株式会社

東京都
千代田区 投資信託委託業 なし 兼任

1人

設立企画
人報酬の
支払

パシフィック・コ
マーシャル・イン
ベストメント株
式会社への設立
企画人報酬支払

50,000 未払
費用 52,500

――――
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注 記 表

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期（ご参考）
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

2. 資金の借入
本投資法人は、平成19年3月30日付にて、将来における不動産

若しくは不動産信託受益権の取得資金及びそれらの関連費用の一
部に充当するため、以下の通り資金の借入を行いました。アレン
ジャーを株式会社三井住友銀行とするシンジケートローンであ
り、シンジケート団の組成により、株式会社三井住友銀行から複
数の金融機関へ、貸付債権の債権譲渡が予定されています。

【タームローンF（トランシェA・期間5年）】
①借入先 ：株式会社三井住友銀行
②借入金額 ：5,000,000千円
③利率 ：全銀協3ヶ月物TIBOR＋0.5％

平成19年3月30日から平成19年6月29日までの
期間の適用利率は1.17545％

④借入実行日：平成19年3月30日
⑤返済期日 ：平成24年3月30日
⑥担保の有無：無担保
⑦保証の有無：無保証

【タームローンF（トランシェB・期間5年）】
①借入先 ：大同生命保険株式会社
②借入金額 ：2,000,000千円
③利率 ：1.87％

（円金利SWAP5年物＋0.5％）
④借入実行日：平成19年3月30日
⑤返済期日 ：平成24年3月30日
⑥担保の有無：無担保
⑦保証の有無：無保証

なお、上記の資金の借入は、前記「1. 資産の取得」に記載する、
不動産信託受益権の取得資金及びそれらの関連費用の一部に充当
します。
加えて本投資法人は、平成19年3月30日付にて、既存借入金の

返済等において、機動的かつ安定的な資金調達手段を確保するこ
とで、財務安定性及び信用状況の一層の向上を図り、以って本投
資法人の総合的な調達コストの軽減を達成するため、15,000,000
千円を上限とするコミットメントライン契約の締結を致しまし
た。また、当該コミットメントライン契約は、アレンジャーを株
式会社三井住友銀行とするシンジケート型のコミットメントライ
ン契約であり、今後、複数の金融機関の参加が予定されています。
なお、平成19年4月25日現在において、当該コミットメントラ

イン契約に基づく借入れは行っていません。

【コミットメントライン契約】
①参加金融機関 ：株式会社三井住友銀行

（総額引受方式）
②借入極度額 ：15,000,000千円
③コミットメント期間：平成19年3月30日から平成20年6月30

日（1年3ヶ月）
④元本返済方法 ：元本返済期日において一括返済
⑤担保・保証 ：無担保・無保証

2. 資金の借入
平成18年9月27日付にて、不動産等の購入資金に充てるため、

下記のとおり資金の借入を行いました。

【タームローンA（期間1年）】
①借入先 ：株式会社あおぞら銀行

株式会社みずほコーポレート銀行
株式会社新生銀行
株式会社三菱東京UFJ銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
住友信託銀行株式会社

②借入金額 ：36,000,000千円
③利率 ：全銀協3ヶ月物TIBOR＋0.4％

平成18年9月27日から平成18年12月26日までの
期間の適用利率は0.84％

④借入実行日：平成18年9月27日
⑤返済期日 ：平成19年9月27日
⑥担保の有無：無担保

【タームローンB（期間2年）】
①借入先 ：株式会社三井住友銀行

株式会社あおぞら銀行
住友信託銀行株式会社
株式会社七十七銀行

②借入金額 ：17,000,000千円
③利率 ：全銀協3ヶ月物TIBOR＋0.5％

平成18年9月27日から平成18年12月26日までの
期間の適用利率は0.94％

④借入実行日：平成18年9月27日
⑤返済期日 ：平成20年9月27日
⑥担保の有無：無担保

【タームローンC（期間3年）】
①借入先 ：株式会社三井住友銀行

株式会社あおぞら銀行
株式会社みずほコーポレート銀行
株式会社新生銀行
住友信託銀行株式会社
株式会社りそな銀行
三井住友海上火災保険株式会社

②借入金額 ：38,000,000千円
③利率 ：全銀協3ヶ月物TIBOR＋0.55％

平成18年9月27日から平成18年12月26日までの
期間の適用利率は0.99％

④借入実行日：平成18年9月27日
⑤返済期日 ：平成21年9月27日
⑥担保の有無：無担保

また、平成18年9月25日付において、不動産等の取得を目的に、
以下の通り15,000,000千円を上限とする基本極度貸付契約を締結
致しております。
なお、平成18年10月11日現在、当該基本極度貸付契約に基づ

く借入はなされておりません。

【極度ローン（アンコミットメントベース）】
①借入先 ：株式会社三井住友銀行

株式会社あおぞら銀行
株式会社みずほコーポレート銀行
株式会社新生銀行
株式会社三菱東京UFJ銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
住友信託銀行株式会社
株式会社りそな銀行

（重要な後発事象に関する注記）

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期（ご参考）
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

1. 資産の取得

①本投資法人は、平成19年4月16日付で以下に掲げる特定資産の

取得を決定し、本日現在、特定資産の取得を完了しています。

当該特定資産の概要は以下の通りです。

物件番号 Office B-4

物件名称 江坂東洋ビル

取得価格 14,500,000千円（注1）

所在地 大阪府吹田市（注2）

資産の種類 不動産信託受益権

用途 オフィスビル

売買契約締結日 平成19年4月17日

取得日 平成19年4月17日
（注1）「取得価格」には、消費税及び地方消費税、固定資産税及び都市計画税、その

他取得経費を含みません。
（注2）「所在地」欄には、各物件が所在する地域における最小独立行政区画を記載し

ています。

②本投資法人は、平成19年4月17日付で以下に掲げる特定資産の

取得を決定しています。

当該特定資産の概要は以下の通りです。

物件番号 Office A-25

物件名称 川崎イーストワンビル

取得価格 15,100,000千円（注1）

所在地 神奈川県川崎市（注2）

資産の種類 不動産

用途 オフィスビル

売買契約締結日 平成19年4月20日

取得予定日 平成19年6月15日までの間で売主及び

買主双方が別途合意する日
（注1）「取得価格」には、消費税及び地方消費税、固定資産税及び都市計画税、その

他取得経費を含みません。
（注2）「所在地」欄には、各物件が所在する地域における最小独立行政区画を記載し

ています。

1. 新投資口の発行及び資産の取得

平成18年8月21日開催の役員会において、新投資口発行を決議

いたしました。一般募集による発行については平成18年9月25日

に払込が完了し、第三者割当による発行については平成18年10

月24日に払込が完了しました。

この結果、出資総額は116,753,060千円、発行済投資口数は

257,400口となっております。

〔一般募集による新投資口の発行〕

①発行新投資口数 ：245,000口

②発行価格（募集価格） ：1口当たり470,000円

③発行価格の総額 ：115,150,000,000円

④発行価額（引受価額） ：1口当たり453,550円

⑤発行価額の総額 ：111,119,750,000円

⑥払込期日 ：平成18年9月25日

⑦投資証券交付日 ：平成18年9月26日

⑧分配金起算日 ：平成18年9月1日

〔第三者割当による新投資口の発行〕

（グリーンシューオプション行使に伴う第三者割当）

①発行新投資口数 ：12,200口

②発行価額 ：1口当たり453,550円

③発行価額の総額 ：5,533,310,000円

④払込期日 ：平成18年10月24日

⑤投資証券交付日 ：平成18年10月24日

⑥分配金起算日 ：平成18年9月1日

⑦割当先 ：大和証券エスエムビーシー株式会社

〔資産の取得〕

平成18年9月26日から平成18年9月28日までに、主に上記新投

資口の発行及び「2.資金の借入」に記載の借入により、34物件・

191,703,000千円の不動産および不動産を信託財産とする信託の

受益権を取得しました。
（注）取得価格は、取得諸経費、固定資産税、都市計画税、消費税及び地方消費税を除

きます。
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注 記 表

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期（ご参考）
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

3. 投資法人債の発行

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律第2条第1項

に定める特定資産の取得資金及び本投資法人の借入金の返済資金

に充当することを目的として、平成19年4月6日付で以下の通り

投資法人債の発行を決定し、平成19年4月13日に払込を受けまし

た。

①日本コマーシャル投資法人

第1回無担保投資法人債（期間3年）

投資法人債の総額 ：10,000,000千円

各投資法人債の金額：100,000千円

利率 ：年1.52％

払込金額 ：各投資法人債の金額100円につき100円

償還金額 ：各投資法人債の金額100円につき100円

募集方法 ：私募

投資法人債間限定同順位特約付

分割制限少人数私募及び適格機関投資家

転売制限付

募集期日 ：平成19年4月6日

払込期日 ：平成19年4月13日

償還期限 ：平成22年4月13日

利払期日 ：初回を平成19年10月13日とし、毎年4月

13日及び10月13日

財務制限条項 ：「担保提供制限条項」が付されておりま

す

取得格付 ：A（株式会社格付投資情報センター）

A3（ムーディーズ・インベスターズ・

サービス）

担保・保証の有無 ：物上担保及び保証は付されておらず、ま

た特に留保されている資産もありません

財務・発行・支払代理人：株式会社みずほコーポレート銀行

引受会社 ：JPモルガン証券株式会社、大和証券エス

エムビーシー株式会社

資金使途 ：特定資産の取得資金及び本投資法人の借

入金の返済資金

――――

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期（ご参考）
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

②日本コマーシャル投資法人

第2回無担保投資法人債（期間5年）

投資法人債の総額 ：17,000,000千円

各投資法人債の金額：100,000千円

利率 ：年1.96％

払込金額 ：各投資法人債の金額100円につき100円

償還金額 ：各投資法人債の金額100円につき100円

募集方法 ：私募

投資法人債間限定同順位特約付

分割制限少人数私募及び適格機関投資家

転売制限付

募集期日 ：平成19年4月6日

払込期日 ：平成19年4月13日

償還期限 ：平成24年4月13日

利払期日 ：初回を平成19年10月13日とし、毎年4月

13日及び10月13日

財務制限条項 ：「担保提供制限条項」が付されておりま

す

取得格付 ：A（株式会社格付投資情報センター）

A3（ムーディーズ・インベスターズ・

サービス）

担保・保証の有無 ：物上担保及び保証は付されておらず、ま

た特に留保されている資産もありません

財務・発行・支払代理人：株式会社みずほコーポレート銀行

引受会社 ：JPモルガン証券株式会社、大和証券エス

エムビーシー株式会社

資金使途 ：特定資産の取得資金及び本投資法人の借

入金の返済資金

なお、上記①及び②の投資法人債発行代り金は、前記「1.資産

の取得」に記載する、不動産信託受益権の取得資金及びそれらの

関連費用の一部に充当します。
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金 銭 の 分 配 に 係 る 計 算 書 会 計 監 査 人 の 監 査 報 告 書

期 別

項 目

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期（ご参考）
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

ø 当期未処分利益又は当期未処理損失（△）
¿分配金の額
（投資口1口当たり分配金の額）

¡ 次期繰越利益又は次期繰越損失（△）

2,460,319,770
2,460,229,200

（9,558）

△9,912,436
－
（－）

90,570 △9,912,436

分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第35条第1項に定める「当
期未処分利益（分配可能金額）を上限とし、
租税特別措置法第67条の15に規定される本投
資法人の配当可能所得の金額の100分の90に
相当する金額を超えて分配する」旨の方針に
従い、当期未処分利益の概ね全額である
2,460,229,200円を利益分配金として分配する
ことといたしました。なお、規約第35条第2項
に定める利益を超えた金銭の分配は行いませ
ん。

租税特別措置法（昭和32年法律第26号。そ
の後の改正を含む。）第67条の15に規定され
る本投資法人の配当可能所得がないため、第1
期は金銭の分配を行わず、当期未処理損失を
次期に繰り越します。

（単位：円）
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キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 （ 参 考 情 報 ）

期　　別

科　　目

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

金額（千円） 金額（千円）

ø営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失金額（△）

減価償却費

創業費償却

借入手数料

新投資口発行費

受取利息

支払利息

営業未収入金の増加・減少額

未収消費税等の増加・減少額

前払費用等の増加・減少額

営業未払金の増加・減少額

未払金の増加・減少額

未払費用の増加・減少額

前受金の増加・減少額

預り金の増加・減少額

長期前払費用の支払額

長期前払消費税等の増加・減少額

デリバティブ資産の増加・減少額

創業費の支払額

その他

小　　計

利息の受取額

利息の支払額

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

¿投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

信託有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

預り敷金保証金の支出

預り敷金保証金の収入

信託預り敷金保証金の支出

信託預り敷金保証金の収入

差入敷金保証金の支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

¡財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の借入による収入

長期借入金の借入による収入

投資口の発行による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

¬現金及び現金同等物の増加・減少額

√現金及び現金同等物の期首残高

ƒ現金及び現金同等物の期末残高 ＊1

2,477,795

678,213

5,640

187,465

398,534

△10,775

362,856

△126,049

△2,518,565

△316,212

257,154

136,263

64,133

1,007,804

13,084

△439,733

282

△459,578

―

△3,301

1,715,012

10,775

△211,478

△2,243

1,512,065

△25,952,365

△183,029,399

△58,495

△9,614

5,764,158

△495,315

11,638,176

△84,649

△192,227,504

36,000,000

60,700,000

116,254,525

212,954,525

22,239,085

76,227

22,315,313

△16,205

―

6,580

―

―

△6

―

―

―

―

―

―

57,673

―

1,018

―

△2,655

―

△56,400

△3,781

△13,778

6

―

―

△13,772

―

―

―

―

―

―

―

△10,000

△10,000

―

―

100,000

100,000

76,227

―

76,227

（注）キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」に基づき作成しておりますが、参考情報として添付しており
ます。このキャッシュ・フロー計算書は、「投資信託及び投資法人に関する法律」第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けており
ません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）（参考情報）

期 別

項 目

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金及び信
託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預
金並びに容易に換金可能であり、かつ、価値
の変動について僅少なリスクしか負わない取
得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短
期投資からなっております。

同左

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）（参考情報）

当　期
自　平成18年9月 1 日
至　平成19年2月28日

前　期
自　平成18年2月22日
至　平成18年8月31日

＊1. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

（平成19年2月28日現在）
現金及び預金
信託現金及び信託預金
現金及び現金同等物

8,011,079千円
14,304,234千円
22,315,313千円

76,227千円
76,227千円

＊1. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

（平成18年8月31日現在）
現金及び預金勘定
現金及び現金同等物



投 資 主 イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン �

● 投資口価格（終値）の推移�

● 所有者別投資口数及び投資主数の状況�

NIPPON COMMERCIAL INVESTMENT CORPORATION

平成18年�
9月26日�

20％� 40％� 60％� 80％� 100％�0％�

投資口数�

投資主数�

個人�
30,226口�
11.7％�

個人�
10,825人�
95.2％�

証券会社�
2,188口�
0.9％�その他法人�

22,196口�
8.6％�

その他法人�
255人　2.2％�

証券会社�
18人　0.2％�

金融機関�
90,852口�
35.3％�

外国法人等�
111,938口�
43.5％�

外国法人等�
178人　1.6％�

平成18年�
10月末日�

平成18年�
11月末日�

平成18年�
12月末日�

平成19年�
1月末日�

平成19年�
2月末日�

平成19年�
3月末日�

平成19年�
4月19日�

28,000口�

24,000口�

16,000口�

12,000口�

8,000口�

4,000口�

0口�

700,000円�

650,000円�

600,000円�

550,000円�

500,000円�

450,000円�

400,000円�

上場時公募価格�
 ¥470,000

売買口数（口）�

売買口数�

投資口価格（円）�

投資口価格�

合計：�
257,400口�

合計：�
11,369人�

金融機関�
93人　0.8％�

①資産運用委託契約�
②資産保管委託契約�
③会計事務等に関する業務委託契約�

④投資口事務代行委託契約/一般事務委託契約�
⑤サポートライン契約�
⑥商業施設の資産運用に係るアドバイザリー契約�

⑦システム構築に係るアドバイザリー契約�

①�

②�

③�

④� ⑦�

⑤�
⑥�

資産保管会社� 本投資法人�

投資主総会�

資産運用会社�

住友信託銀行株式会社�
日本コマーシャル投資法人�

執行役員� 牧野 知弘�

監督役員� 根本 博史�

監督役員� 栗林 勉�

税理士法人平成会計社�

三菱UFJ信託銀行株式会社�

パシフィックマネジメント�
株式会社�

パシフィック・コマーシャル・�

インベストメント株式会社�

パシフィックリテール�
マネジメント株式会社�

スマート・アセットマネジメント・�
システムズ株式会社�

会計事務等に関する一般事務受託者�

あずさ監査法人�

会計監査人�

サポート会社�

投資主名簿等管理人�
機関運営事務受託者�

役員会�

名　　　称� パシフィック・コマーシャル・インベストメント株式会社�

2億5,750万円�

パシフィックマネジメント株式会社�

（注）発行済株式総数に対する所有株式数の比率を表しています。�

東京都千代田区永田町二丁目11番1号� 10,000 100

投信法第2条第17項に規定する投資法人資産運用業を行います。�

資 本 の 額�

事業の内容�

会社の沿革�

組　織　図�

�

株主の状況�

�

平成17年   2月      会社設立�

平成17年   4月      宅地建物取引業の免許取得（免許証番号 東京都知事（1）第84288号）�

平成17年 11月     宅地建物取引業法上の取引一任代理等の認可取得（認可番号 国土交通大臣認可第47号）�

平成18年   2月      投信法上の投資法人資産運用業の認可取得（認可番号 内閣総理大臣第62号）�

株主総会�

�

取締役会�

代表取締役社長�

�

投資委員会�

監　査　役�

コンプライアンス・オフィサー�

�

コンプライアンス委員会�

管理部�投資企画第1部�
（オフィスビル案件担当）�

�

投資企画第2部�
（商業施設案件担当）�

資産運用部�

名　　　称� 住　　　所� 所有株式数（株）� 比率（％）（注）�
（本書の日付現在）�

● 資産運用会社の概要�

● 投資法人の仕組み�

6564



投 資 主 イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン �

日本コマーシャル投資法人は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に基づく、不動産等に対する投資として運用することを目的として設

立された法人であり、当該法人が出資を募るために発行されるのが投資証券です。この仕組みは会社型不動産投資信託といわれており、法

律上、「投資法人」は「株式会社」に、「投資証券」は「株券」に、「投資主」は「株主」に準じたものとされています。日本コマーシャル投資法

人の投資証券は、株式会社東京証券取引所の不動産投資信託証券市場に上場しており、その売買の仕組み、投資主としての分配金受領

等の権利は概ね上場株式と同じ取り扱いとなります。�

住所、氏名、届出印などの変更は、保管振替制度を利用され、お手元に投資証券がない方はお取引証券会社にお申し出ください。お手元に

投資証券をお持ちの方は、三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部へご連絡ください。�

「分配金」は「郵便振替支払通知書」をお近くの郵便局にお持ちいただくことでお受け取りいただけます。受取期間を過ぎた場合は、「郵便振

替支払通知書」裏面に受取方法を指定し、三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部へご郵送いただくか、同銀行の本支店窓口にてお受け

取りください。また、今後の分配金に関して、銀行振込のご指定などの手続きをご希望の方は三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部へご

連絡ください。�

　日本コマーシャル投資法人のホームページでは、投資方針など基本的な仕組みのほかに�

■ 最新のプレスリリース資料、決算情報等の各種法定ディスクロージャー資料、分配金に関する情報�

■ 投資物件のポートフォリオ内容、物件概要（写真、地図など）、四半期稼働状況�

■ 財務の状況、投資口価格�

などのコンテンツをご提供させていただいており、今後もさらに充実を図っていきます。�

● 住所等の変更手続きについて�

● 分配金について�

● ホームページについて�

● 年間スケジュール（予定）�

● 日本コマーシャル投資法人の投資証券　（銘柄コード：3229）� ● 投資主メモ�

ホームページアドレス� h t t p : / / w w w . n c i - r e i t . c o . j p /

毎年2月末日、8月末日�
�
2年に1回以上開催�
�
投資主総会直前の決算期日�
（但し、必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日）�
�
毎年2月末日、8月末日�
（分配金は支払確定基準日より3ヶ月以内にお支払します。）�
�
東京証券取引所（銘柄コード：3229）�
�
日本経済新聞�
�
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号�
三菱UFJ信託銀行株式会社�
�
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号�
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部�
�
〒137‐8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号�
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部�
TEL：0120‐232‐711（フリーダイヤル）�
�
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店�

決 算 期 日�

�

投 資 主 総 会 �

�

同議決権行使投資主確定日�

�

分 配 金 支 払 確 定 基 準 日�

�

上 場 証 券 取 引 所 �

�

公 告 掲 載 新 聞 �

�

投 資 主 名 簿 等 管 理 人 �

�

同 事 務 取 扱 場 所 �

�

郵便物送付先及び電話照会先�

�

同 取 次 所 �

NIPPON COMMERCIAL INVESTMENT CORPORATION

決 算 月� 決 算 月�

2月期資産運用報告発送�
2月期分配金支払開始�

8月期資産運用報告発送�
8月期分配金支払開始�

2月期決算発表� 8 月期 決 算 発 表 �
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